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26 条-1 
 

1. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

設置許可基準規則第26条及び技術基準規則第38条を第1.1-1表に示す。また，

第1.1-1表において，新規制基準に伴う追加要求事項を明確化する。 
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26 条-2 
 

第 1.1-1表 設置許可基準規則第 26 条及び技術基準規則第 38 条要求事項 

 

設置許可基準規則第26条 

（原子炉制御室等） 

技術基準規則第38条 

（原子炉制御室等） 
備考 

発電用原子炉施設には、次に掲

げるところにより、原子炉制御

室（安全施設に属するものに限

る。以下この条において同じ。）

を設けなければならない。 

一 設計基準対象施設の健全

性を確保するために必要な

パラメータを監視できるも

のとすること。 

発電用原子炉施設には、原子炉

制御室を施設しなければならな

い。 

2 原子炉制御室には、反応度制

御系統及び原子炉停止系統に

係る設備を操作する装置、非

常用炉心冷却設備その他の非

常時に発電用原子炉の安全を

確保するための設備を操作す

る装置、発電用原子炉及び一

次冷却系統に係る主要な機械

又は器具の動作状態を表示す

る装置、主要計測装置の計測

結果を表示する装置その他の

発電用原子炉を安全に運転す

るための主要な装置（第四十

七条第一項に規定する装置を

含む。)を集中し、かつ、誤操

作することなく適切に運転操

作することができるよう施設

しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

変更なし 
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設置許可基準規則第26条 

（原子炉制御室等） 

技術基準規則第38条 

（原子炉制御室等） 
備考 

二 発電用原子炉施設の外の

状況を把握する設備を有す

るものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

3 原子炉制御室には、発電用原

子炉施設の外部の状況を把握

するための装置を施設しなけ

ればならない。 

追加要求事項 

三 発電用原子炉施設の安全

性を確保するために必要な

操作を手動により行うこと

ができるものとすること。 

 

 

 

 
 

第 2項と同じ 変更なし 
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26 条-4 
 

設置許可基準規則第26条 

（原子炉制御室等） 

技術基準規則第38条 

（原子炉制御室等） 
備考 

2 発電用原子炉施設には、火災

その他の異常な事態により

原子炉制御室が使用できな

い場合において、原子炉制御

室以外の場所から発電用原

子炉を高温停止の状態に直

ちに移行させ、及び必要なパ

ラメータを想定される範囲

内に制御し、その後、発電用

原子炉を安全な低温停止の

状態に移行させ、及び低温停   

止の状態を維持させるため  

に必要な機能を有する装置

を設けなければならない。 

4 発電用原子炉施設には、火災

その他の異常な事態により原

子炉制御室が使用できない場

合に、原子炉制御室以外の場

所から発電用原子炉の運転を

停止し、かつ、安全な状態に

維持することができる装置を

施設しなければならない。 

変更なし 
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26 条-5 
 

設置許可基準規則第26条 

（原子炉制御室等） 

技術基準規則第38条 

（原子炉制御室等） 
備考 

3 一次冷却系統に係る発電用

原子炉施設の損壊又は故障

その他の異常が発生した場

合に発電用原子炉の運転の

停止その他の発電用原子炉

施設の安全性を確保するた 

めの措置をとるため、従事者

が支障なく原子炉制御室に

入り、又は一定期間とどま

り、かつ、当該措置をとるた

めの操作を行うことができ

るよう、次の各号に掲げる場

所の区分に応じ，当該各号に

定める設備を設けなければ

ならない。 

 

一 原子炉制御室及びその近傍

並びに有毒ガスの発生源の近

傍 

工場等内における有毒ガスの

発生を検出するための装置及

び当該装置が有毒ガスの発生

を検出した場合に原子炉制御

室において自動的に警報する

ための装置 

 

二 原子炉制御室及びこれに 

連絡する通路並びに運転員そ

の他の従事者が原子炉制御室

に出入りするための区域 

遮蔽壁その他の適切に放射線

から防護するための設備，気

体状の放射性物質及び原子炉

制御室外の火災により発生す

る燃焼ガスに対し換気設備を

隔離するための設備その他の

適切に防護るための設備 

5 一次冷却系統に係る発電用原

子炉施設の損壊又は故障その

他の異常が発生した場合に発

電用原子炉の運転の停止その

他の発電用原子炉施設の安全

性を確保するための措置をと

るため、従事者が支障なく原

子炉制御室に入り、又は一定

期間とどまり、かつ、当該措          

措置をとるための操作を行う

ことができるよう、次の各号

に掲げる場所の区分に応じ，

当該各号に定める設備を設け

なければならない。 

 

 

一 原子炉制御室及びその近傍

並びに有毒ガスの発生源の近

傍 

工場等内における有毒ガスの

発生を検出するための装置及

び当該装置が有毒ガスの発生

を検出した場合に原子炉制御

室において自動的に警報する

ための装置 

 

二 原子炉制御室及びこれに 

連絡する通路並びに運転員そ

の他の従事者が原子炉制御室

に出入りするための区域 

遮蔽壁その他の適切に放射線

から防護するための設備，気

体状の放射性物質及び原子炉

制御室外の火災により発生す

る燃焼ガスに対し換気設備を

隔離するための設備その他の

適切に防護るための設備 

変更なし 

（ただし，規

則 の 解 釈 に

て，「当該措

置をとるため

の操作を行う

こ と が で き

る」の範囲に

有毒ガスを追

加） 

 

 

 

 

 

 

追加要求事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 

－ 6 原子炉制御室には、酸素濃度

計を施設しなければならない。 

追加要求事項 

5



26 条-6 
 

 

1.2 適合のための設計方針 

1.2.1 設置許可基準規則第26条第1項第2号及び第3項第1号に対する基本方針 

中央制御室においては，発電用原子炉施設に影響を及ぼす可能性のある自然現象

等や発電所構内の状況を昼夜にわたり把握するために，2号炉原子炉建屋屋上他に

設置した監視カメラの映像により，津波等の外部状況を昼夜にわたり監視可能な設

計とする。また，気象観測設備等の情報を中央制御室で把握可能な設計とする。 

また，気象庁からの警報情報（地震情報，大津波警報等）を中央制御室内の社内

ネットワークシステムに接続されたパソコン等にて受信可能な設計とする。 

中央制御室には酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計を保管することで，中央制御室

内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が活動に支障がない範囲にあることを把握する

ことが可能な設計とする。 

中央制御室の運転員の対処能力が損なわれるおそれがある有毒ガスの発生が想

定される場合には，中央制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍に，有

毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場

合に中央制御室において自動的に警報するための装置を設置する設計とする。 

 

2. 追加要求事項に対する適合方針 

2.1 外の状況を把握する設備 

(1) 想定される自然現象等の抽出 

原子炉施設の外の状況として，設置許可基準規則第6条において抽出された自然

現象及び外部人為事象（洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地

すべり，火山の影響，生物学的事象，森林火災，飛来物（航空機落下)，爆発，近

隣工場等の火災及び船舶の衝突）の他に，地震及び津波を想定する。 

なお，外部状況を把握する設備により把握できる自然現象等を別添1に示す。 

 

(2) 外の状況を把握するための設備の設置 

a. 監視カメラの設置 

想定される自然現象等（風（台風），竜巻，降水，積雪，地すべり，火山の

影響，外部火災，飛来物（航空機落下），船舶の衝突，地震及び津波）の影響

について，昼夜にわたり発電所構内の状況（海側，山側）を把握することがで

きる暗視機能等を持った監視カメラを設置する。 

監視カメラは，津波監視カメラ及び自然現象監視カメラで構成する。 

津波監視カメラは，遠方からの津波の接近を適切に監視できる位置及び方向

に設置するとともに，2号炉放水口及び取水口における津波の来襲状況を適切

に監視できる位置及び方向に設置する。 

自然現象監視カメラは，自然現象等の監視のため，原子炉施設周辺の高台及
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26 条-7 
 

び海側に設置し，津波監視カメラの監視可能範囲を補足する。 

 

b. 気象観測設備等の設置 

風(台風)，竜巻，降水，積雪等による発電所構内の状況を把握するため，風 

向，風速，気温，降水量等を測定する気象観測設備を設置する。また，津波監

視設備として取水ピット水位計を設置する。 

 

(3) 公的機関から気象情報を入手できる設備の設置 

地震，津波，竜巻，落雷等の原子炉施設に影響を及ぼす可能性がある事象に関

する情報を入手するため，中央制御室内の運転員が使用するパソコンにより，社

内ネットワークシステム，インターネットの気象庁等のホームページや電話等を

介して情報を入手することが可能な設備を設置する。 

 

2.2 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計 

外気から中央制御室への空気の取り込みを停止した場合に，酸素濃度及び二酸化

炭素濃度が活動に支障がない範囲にあることを把握できるよう，酸素濃度計及び二

酸化炭素濃度計を保管する。 

 

2.3 有毒ガス防護 

(1) 有毒ガスの発生を検出するための装置及び警報装置 

中央制御室の運転員の対処能力が損なわれるおそれがある有毒ガスの発生源は

存在しないことから，有毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒

ガスの発生を検出した場合に中央制御室において自動的に警報するための装置は

設置しない。有毒ガス影響評価については別添3に示す。 

 

(2) 予期せず発生する有毒ガスに関する対策 

中央制御室の運転員の対処能力が損なわれるおそれがある有毒ガスの発生源

は存在しないが，予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため，中央制御室には，

自給式呼吸器等の防護具を配備し，防護のための手順及び実施体制を整備する

ことで，予期せぬ有毒ガスの発生が及ぼす影響により，中央制御室の運転員の

対処能力が損なわれることのない設計とする。また，予期せず発生する有毒ガ

スに対し，継続的な対応が可能となるよう，バックアップの供給体制を整備す

る。 

敷地内外において有毒ガスの発生に係る連絡等があった場合に，通信連絡設

備により，発電所構内の従事者等に知らせるための手順及び実施体制を整備す

る。 
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3. 別添 

別添1 原子炉制御室について（被ばく評価除く） 

別添2 原子炉制御室の居住性に係る被ばく評価について 

別添3 有毒ガス影響評価について 

別添4 運用，手順説明資料 
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有毒ガス影響評価について 

別添３ 
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26条－別添 3－1 

有毒ガス影響評価について 

 

１．評価概要 

女川原子力発電所の敷地内外において貯蔵施設に保管されている有毒ガスを発生させ

るおそれのある有毒化学物質（以下，「固定源」という。），及び，敷地内において輸送手

段（タンクローリー等）の輸送容器に保管されている有毒ガスを発生させるおそれのある

有毒化学物質（以下，「可動源」という。）から有毒ガスが発生した場合に，２号炉中央制

御室内及び重大事故等対処上特に重要な操作を行う地点（以下，「重要操作地点」という。）

にとどまり対処する要員（以下，「運転・対処要員」という。）に対する影響評価を実施し

た。 

評価の結果，女川原子力発電所の敷地内外には，運転・対処要員の対処能力が損なわれ

るおそれのある有毒ガスの発生源は存在しないことを確認した。評価結果の詳細は後述の

とおりである。 

本評価では，「有毒ガス防護に係る影響評価ガイド」（平成２９年４月 原子力規制委員

会）における「有毒ガス」※１及び「有毒ガス防護判断基準値」※２の定義を考慮し，国際

化学物質安全性カード等の文献で，人に対する悪影響として吸入による急性毒性が示され

ている化学物質を有毒化学物質として取り扱うものとする。また，その際は，中枢神経等

への影響を考慮する。 

なお，本評価では，危険物火災により発生する毒性ガスは評価対象外とする。 

※１：「気体状の有毒化学物質（国際化学安全性カード等において、人に対する悪影響が示されてい

る物質）及び有毒化学物質のエアロゾル」 

※２：「技術基準規則解釈第３８条１３、第４６条２及び第５３条３等に規定する「有毒ガス防護の

ための判断基準値」であって、有毒ガスの急性ばく露に関し、中枢神経等への影響を考慮し、

運転・対処要員の対処能力（情報を発信する能力、判断する能力、操作する能力等）に支障

を来さないと想定される濃度限度値をいう。」 

 

  

10



26条－別添 3－2 

２．敷地内固定源及び可動源の特定 

女川原子力発電所敷地内の貯蔵施設に貯蔵された化学物質及び敷地内で輸送される化

学物質について調査し，敷地内固定源及び可動源を特定した。 

本評価では，海外の基準※を参考に，固定源の特定にあたっては貯蔵施設内の総量が 45kg

以下の化学物質，可動源の特定にあたっては容器１基の内容量が 45kg 以下の化学物質に

ついては評価対象外としている。（詳細は別紙１を参照。） 

※”All hazardous chemicals present in weights greater than 100 lb within 0.3 mile of the control 

room should be considered in a control room evaluation.” 

出典：”Evaluating the habitability of a Nuclear power plant control room during a postulated 

hazardous chemical release”, Regulatory guide 1.78, Rev.1, (USNRC, December 2001) 

 

（１）調査対象範囲 

敷地内固定源及び可動源の特定に係る調査対象を以下のⅰ～ⅲに示す。 

なお，内容物が空気又は酸素の場合は調査対象から除外する。また，他の有毒化学物

質等との反応により多量の有毒ガスを発生させるおそれのない固体状の化学物質につ

いては，ガスとしての拡散が考え難いことから調査対象から除外する。 

 

ⅰ．設備内に貯蔵された化学物質 

化学物質の貯蔵を目的とした常設設備（薬品タンク等）及び当該設備に付属する

設備（希釈槽，計量槽等）に貯蔵された化学物質を敷地内固定源の特定に係る調査

対象とする。 

また，当該設備に化学物質を補給するための輸送手段（タンクローリー等）の輸

送容器に保管されている化学物質を可動源の特定に係る調査対象とする。 

ⅱ．ガスボンベ 

常設のガスボンベに貯蔵されたガス又は液化ガスを敷地内固定源及び可動源の特

定に係る調査対象とする。 

ⅲ．薬品 

敷地内に常時貯蔵されている薬品を敷地内固定源及び可動源の特定に係る調査対

象とする。 

なお，化学分析室にて使用される分析用試薬については，使用場所が限定されて

おり，貯蔵量及び使用量が少ないことから評価対象外としている。女川原子力発電

所の化学分析室で使用する分析用試薬を別表１に示す。 

 

（２）敷地内固定源の特定 

調査対象とする化学物質について，図１に示すフローに従い評価した。（基準③及び

④に係る判断の詳細については添付資料に示す。）評価結果を別表２～別表４に示す。  

評価の結果，女川原子力発電所には敷地内固定源として考慮すべき有毒化学物質はな

いことを確認した。 

なお，評価にあたっては，設備の配置，堰の有無等を考慮し，有毒化学物質が貯蔵施

11
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設から流出した際に，他の有毒化学物質等と反応して発生する有毒ガスについても考慮

している。（詳細は別紙２を参照。） 

 

 

 

図１ 敷地内固定源の特定フロー 

 

 

（３）可動源の特定 

調査対象とする化学物質について，図２に示すフローに従い評価し，可動源を特定し

た。（基準②及び③に係る判断の詳細については添付資料に示す。）評価の結果，女川原

子力発電所にて可動源として考慮すべき有毒化学物質はハロン 1301 であることを確認

した。可動源の特定結果を表１に示す。 

可動源の特定に係る評価の詳細は別表５～別表７に示す。 

 

 

 

【基準①】 

・貯蔵量が少量※の化学物質は，全量流出しても大気中

への多量の放出が考え難いため評価対象外とする。 

 ※REG.GUIDE 1.78 Rev.1 を参考に，貯蔵量が 45kg 以

下の化学物質は対象外とした。 

【基準③】 

・吸入により急性毒性を示さない化学物質については，

有毒ガス防護の観点から，運転・対処要員に対して影

響を及ぼすおそれがないため評価対象外とする。 

【基準④】 

・有毒化学物質であっても，常温・常圧でガスとしての

拡散が考え難い物質は，有毒ガス防護の観点から，運

転・対処要員に影響を及ぼすおそれがないため評価対

象外とする。ただし，他の有毒化学物質等との反応に

より有毒ガスが発生する場合は評価対象とする。 

【基準②】 

・建屋内に貯蔵された化学物質は，建屋内に滞留した後，

外気との接続口から流出するため，大気中に多量に放

出されるとは考え難いことから評価対象外とする。 

敷地内に貯蔵された化学物質

④ガス又は揮発性
の液体である

評価完了
（敷地内固定源ではない）敷地内固定源として特定

NO

YES

③有毒化学物質
である

NO

YES

①多量の放出が考
えられる。

NO

YES

②屋外に保管
NO

YES

12
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図２ 可動源の特定フロー 

 
 

表１ 可動源の特定結果 

有毒化学物質 荷姿 輸送先 輸送量※1 

ハロン 1301 ガスボンベ 
２号 原子炉建屋 75kg 

２号 制御建屋 70kg 

※１ 貯蔵容器１基の内容量が最大のものを記載。 

 

３．敷地外固定源の特定 

（１）調査方法 

女川原子力発電所における敷地外固定源の特定にあたっては，地方公共団体の定める

地域防災計画を確認する他，法令に基づく届出情報の開示請求により，敷地外の貯蔵施

設※に貯蔵された化学物質を調査し，貯蔵が確認された化学物質の性状から有毒ガスの

発生が考えられるものを敷地外固定源とした。敷地外固定源の特定フローを図３に示す。 

調査対象とする法令は，化学物質の規制に係る法律のうち，化学物質の貯蔵量等に係

る届出義務のある以下の法律とした。（詳細は別紙３を参照。） 

・毒物及び劇物取締法 

・消防法 

・高圧ガス保安法 

・液化石油ガスの保安法 

なお，貯蔵量等の届出が不要な化学物質及び届出の規定数量未満の化学物質について

は，有毒ガス防護の観点から，運転・対処要員に対して影響を及ぼすとは考え難いこと

から調査対象外としている。 

※届出情報により敷地外に貯蔵が確認された化学物質については，当該化学物質を内包する施設を

貯蔵施設として取り扱うものとする。 
 

  

【基準①】 

・貯蔵量が少量※の化学物質は，全量流出しても大気中へ

の多量の放出が考え難いため評価対象外とする。 

 ※REG.GUIDE 1.78 Rev.1 を参考に，容器１基の内容量

45kg以下の化学物質は対象外とする。 

 
【基準②】 

・吸入により急性毒性を示さない化学物質については，有

毒ガス防護の観点から，運転・対処要員に対して影響を

及ぼすとは考え難いことから評価対象外とする。 

【基準③】 

・有毒化学物質であっても，常温・常圧でガスとしての拡

散が考え難い物質は，有毒ガス防護の観点から，運転・

対処要員に影響を及ぼすおそれがないため評価対象外

とする。ただし，他の有毒化学物質等との反応により有

毒ガスが発生する場合は評価対象とする。 

敷地内で輸送される化学物質

可動源として特定

③ガス又は揮発性
の液体である

NO

YES

①多量の放出が考
えられる。

NO

YES

②有毒化学物質
である

NO

YES

評価完了
（可動源ではない）

13
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図３ 敷地外固定源の特定フロー 

 

（２）調査結果 

敷地外に貯蔵された化学物質について，図３に示すフローに従い評価した結果，敷地

外固定源として考慮すべき有毒化学物質はアンモニアであることを確認した。敷地外固

定源の特定結果を表２に示す。また，法令に基づく届出情報の開示請求の対象とした地

域を図４に，敷地外に貯蔵された化学物質を図５に示す。アンモニアの貯蔵量は，届出

情報を参照しても明確な記載がないことから，届出事業者による届出内容を考慮して推

定した。敷地外固定源の一覧を表３に，敷地外固定源と女川原子力発電所の位置関係を

図６に示す。なお，２号炉中央制御室から半径 10km の近傍には多量の有毒化学物質を

保有する化学工場はないことを確認している。 

基準①及び②に係る判断の詳細については，添付資料を参照。 

 

表２ 敷地外固定源の特定結果 

関係法令 開示請求先 化学物質 
基準※１ 

除外理由 
敷地外 

固定源 ① ② 

毒物及び劇物取締法 
宮城県 

保健福祉部 薬務課 
‐※２ ‐ ‐ ‐ ‐ 

消防法 石巻消防本部 

プロパン × ‐ 
有毒化学物質 
ではない 否 

アセチレン × ‐ 
有毒化学物質 
ではない 否 

硫酸 ○ × 不揮発性 否 

高圧ガス保安法 
宮城県 

総務部消防課 

アンモニア ○ ○  該当 

R-22 × ‐ 
有毒化学物質 
ではない 否 

R-404A × ‐ 
有毒化学物質 
ではない 否 

液化石油ガスの保安法 
宮城県 

東部地方振興事務所 
プロパン × ‐ 

有毒化学物質 
ではない 否 

○：YES，×：NO，‐：評価不要 

※１ ① 有毒化学物質である  ② ガス又は揮発性の液体である。 

※２ 法令に基づく届出がないことを確認。 

法令に基づく届出情報の開示請求により，敷地外の貯蔵

施設に貯蔵された化学物質を特定する。 

【基準①】 

・吸入により急性毒性を示さない化学物質については，

有毒ガス防護の観点から，運転・対処要員に対して影

響を及ぼすとは考え難いため評価対象外とする。 

【基準②】 

・有毒化学物質であっても，常温・常圧でガスとして拡

散することが考え難い物質は，有毒ガス防護の観点か

ら，運転・対処要員に影響を及ぼすおそれがないため

評価対象外とする。 

敷地外に貯蔵された化学物質

②ガス又は揮発性
の液体である

敷地外固定源として特定

NO

YES

①有毒化学物質
である

NO

YES

評価完了
（敷地外固定源ではない）
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図４ 開示請求の対象地域 

 

 

図５ 敷地外に貯蔵された化学物質  

10km

女川原子力発電所

N

1 km
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 表３ 敷地外固定源（アンモニア） 

施設 貯蔵量※１ 届出種類※２ 

① 1500kg 第１種製造 

② 200kg×2 第２種製造 

③ 1500kg 第１種製造 

④ 200kg 第２種製造 

⑤ 1500kg 第１種製造 

⑥ 200kg 第２種製造 

⑦ 200kg×2 第２種製造 

⑧ 1500kg 第１種製造 

⑨ 200kg 第２種製造 

⑩ 200kg 第２種製造 

⑪ 1500kg 第１種製造 

⑫ 1500kg 第１種製造 

※１ 届出情報に基づく推定値。（第１種製造：1500kg，第２種製造：200kg） 
※２ 高圧ガス保安法 冷凍保安規則に基づく届出 

 

 
図６ 敷地外固定源（アンモニア）と女川原子力発電所の位置関係  

女川原子力発電所

： 固定源（アンモニア）

1 km N
① 

② ③ 

④ ⑤ 

⑥ 

⑦ ⑧ 
⑨ 

⑩ 

⑪ ⑫ 
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４．有毒ガス防護判断基準値の設定 

固定源又は可動源として考慮すべき有毒化学物質（アンモニア及びハロン 1301）につ

いて，有毒ガス防護判断基準値を設定する。表４に，有毒ガス防護判断基準値を示す。 

なお，有毒ガス防護判断基準値の設定にあたっては，IDLH値を参照する他，以下の文

献を参照した。 

文献の記載の抜粋及びばく露限界値については，添付資料を参照。 

 ・国際化学物質安全性カード 

 ・許容濃度等の勧告 

 ・産業中毒便覧 

アンモニアについては，文献に中枢神経に対する影響が明示されていないことから IDLH

値である 300ppmを有毒ガス防護判断基準値として設定した。 

ハロン 1301については，IDLH値の設定根拠として中枢神経に対する影響を考慮したデ

ータを用いていることから，IDLH値である 40,000ppmを有毒ガス防護判断基準値として

設定した。 

 

表４ 有毒ガス防護判断基準値 

有毒化学物質 有毒ガス防護判断基準値 設定根拠 

アンモニア 300ppm※ IDLH値 

ハロン 1301 40,000ppm※ IDLH値 

※25℃,1013.25hPaにおける空気中の蒸気又はガス濃度 

 

５．スクリーニング評価 

特定された固定源及び可動源からの有毒ガスの発生を想定し，２号炉中央制御室に与え

る影響を評価した結果，女川原子力発電所には対象発生源はないことを確認した。評価の

詳細を以下に示す。 

なお，女川原子力発電所には敷地内固定源がないことから，重要操作地点に対する有毒

ガス影響評価は不要である。 

（１）評価方法 

影響評価については，以下のⅰ．～ⅲ．を考慮し，固定源及び可動源から放出された

有毒ガスの２号炉中央制御室における濃度を評価する。 

ⅰ．有毒ガスの発生事象 

固定源については，貯蔵容器全てが損傷し，当該全ての容器に貯蔵された有毒化学

物質の全量流出により発生する有毒ガスの放出を想定する。 

可動源については，可動源の中で影響の最も大きな輸送容器が１基損傷し，容器に

貯蔵されている有毒化学物質の全量流出により発生する有毒ガスの放出を想定する。

有毒ガスの発生地点は，敷地内の輸送ルートを考慮して選定する。 

ⅱ．大気へ放出した有毒ガスの大気拡散 

有毒ガスの濃度評価に用いる相対濃度（χ／Ｑ）は，「発電用原子炉施設の安全解

17
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析に関する気象指針」の大気拡散の評価式である(1)式及び(2)式に従い，年間につい

て小さい方から順に並べた累積出現頻度 97%に当たる値を用いる。 

解析に用いる気象条件は，女川原子力発電所の安全解析に使用している気象（2012

年 1月～12月）とする。なお，当該気象は，当該気象を検定年としたＦ分布棄却検定

により，過去 10年（2002年～2011年）の気象データと比較して異常はないことを確

認している。（詳細は別紙４を参照） 

なお，(1)式及び(2)式は，主蒸気管破断事故のように，瞬時に放射性物質が環境中

に地上放出される事象にも適用されており，従前から許認可における評価に用いてい

る。その際の放出条件は，地上放出かつ１時間放出とされている。 

本評価では，貯蔵施設に内包された有毒化学物質が瞬時にガス化して全量放出され

ると仮定し，放出条件を地上放出かつ１時間放出としており，主蒸気管破断事故と評

価の前提が同じであるため，この評価方法を適用しても問題はない。 
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
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/
2

2














 





ziiziyi

i
U

Q


  

Q/  ：実効放出継続時間中の相対濃度(s/m3) 

  ：実効放出継続時間(h) 

 
i

Q/  ：時刻 iにおける相対濃度(s/m3) 

id   ：時刻 iにおいて風向が当該方位 dにあるとき 1id  

時刻 iにおいて風向が当該方位 dにないとき 0id  

yi  ：時刻 iにおける濃度分布の y方向の拡がりのパラメータ(m) 

zi  ：時刻 iにおける濃度分布の z方向の拡がりのパラメータ(m) 

iU  ：時刻 iにおける風速(m/s) 

  ：放出源の有効高さ(m) 

 

ⅲ．室内における有毒ガス濃度 

ⅱ．により算出した相対濃度を用いて，２号炉中央制御室内における吸気濃度を評

価する。 

評価にあたっては，まず，２号炉中央制御室の外気取込口における有毒ガスの濃度

を評価する。このとき，隣接する方位に存在する固定源からの影響の重ね合わせにつ

いても考慮する。 

外気取込口における有毒ガス濃度が，有毒ガス防護判断基準値を上回ることが確認

された場合には，以下に示す「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手

法について（内規）」の評価式より導出した(3)式により，室内における吸気濃度を評

価する。このとき，換気空調系の条件は通常運転モードと仮定する。 

なお，２号炉中央制御室と１号炉中央制御室は隣接しているが，２号炉中央制御室

の室内濃度を評価する際は，屋外から直接有毒ガスを取り込むとして評価する。ただ
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し，隣接する１号炉中央制御室からのリークイン分については，中央制御室換気空調

系を独立して個々に設置しているため，１号炉中央制御室外気取込口における有毒ガ

ス濃度は考慮していないが，２号炉中央制御室外気取込口における有毒ガス濃度との

差は評価に大きな影響を与えるものではない。 

 

   
 

 3exp1 210 















 


V

fft
tCtC  

 tC  ：時刻 tにおける対象室内の有毒ガス濃度(ppm) 

 tC 0  ：時刻 tにおける外気取込口の有毒ガス濃度(ppm) 

1f  ：対象室内への外気取込量(m3/s) 

2f  ：対象室内への空気流入量(m3/s) 

V  ：対象室内体積(m3) 

 

【(3)式の導出について】 

「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手法について（内規）」の解説

7.2 には，中央制御室内の放射性物質量の計算式として，(ⅰ)式が示されている。当該

計算式を有毒ガスの濃度の評価に適用する。 

 

  
             ⅰ　  tCftCfEtCEGfftVC

dt

tVCd
iiifii

i 0

2

0

121 1  

V  ：中央制御室体積(m3) 

 tCi  ：時刻 tにおける中央制御室内の核種 iの濃度(Bq/m3) 

E  ：フィルタの除去効率 

 tCi

0 ：時刻 tにおける空気取入口での核種 iの濃度(Bq/m3) 

1f  ：中央制御室への外気取込量(m3/s) 

2f  ：中央制御室への空気流入量(m3/s) 

fG  ：再循環のうちフィルタを通る流量(m3/s) 

i  ：核種 iの崩壊定数 

 

有毒ガスは崩壊による減衰がないことから 0i とできる。また，フィルタによる有

毒ガスの除去はないものとすると， 0E とできるため， 

  
        ⅱ tCtCff

dt

tVCd 0
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(ⅱ)式を  tC について解くと， 

   
 

 ⅲ















 


V

fft
tCtC 210 exp1  

 

以上より，(3)式が導出される。 

  

19



26条－別添 3－11 

（２）評価結果 

 ａ．固定源 

敷地外固定源として特定したアンモニアの全量流出により発生する有毒ガスの放出

を想定し，２号炉中央制御室内に与える影響を評価した。 

評価の結果，２号炉中央制御室外気取込口における有毒ガス濃度は 8.0×101ppmであ

り，有毒ガス防護判断基準値 300ppmを超過しないことを確認した。評価結果を表５に

示す。 

なお，本評価では，評価結果の保守性を考慮し，評価点から見た各方位に位置する固

定源のうち評価点に最近接の固定源の位置に，当該方位に位置する固定源に貯蔵された

有毒化学物質が全て貯蔵されているものと仮定した。また，固定源と評価点は同一高さ

にあるものとし，建屋巻き込みによる影響は考慮していない。 

敷地外固定源と２号炉中央制御室外気取込口の位置関係を表６及び図７に示す。 

 

表５ 敷地外固定源（アンモニア）による有毒ガス影響評価結果 

評
価
条
件 

評価点 ２号炉中央制御室 

固定源の方位 ＮＷ ＷＮＷ 

離隔距離 6.3km 7.7km 

貯蔵量 7,400kg 3,200kg 

放出率※１ 
2.1kg/s 

（3.1m3/s） 

8.9×10-1 kg/s 

（1.3m3/s） 

実効放出継続時間 1h 

評
価
結
果 

相対濃度 1.7×10-5s/m3 2.2×10-5s/m3 

外気取込口濃度 8.0×101ppm 

評価 影響なし 

有毒ガス防護判断基準値 300ppm 

※１ 括弧内は体積放出率（m3/s）(25℃，1013.25hPa)。 
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表６ 敷地外固定源（アンモニア）と２号炉中央制御室外気取込口との位置関係 

施設 貯蔵量 
位置関係 

固定源の方位 距離※１ 

① 1500kg ＮＷ 6.3km 

② 200kg×2 ＮＷ 6.6km 

③ 1500kg ＮＷ 6.7km 

④ 200kg ＮＷ 6.7km 

⑤ 1500kg ＮＷ 6.7km 

⑥ 200kg ＮＷ 7.0km 

⑦ 200kg×2 ＮＷ 6.5km 

⑧ 1500kg ＮＷ 6.7km 

⑨ 200kg ＮＷ 7.1km 

⑩ 200kg ＷＮＷ 7.7km 

⑪ 1500kg ＷＮＷ 8.0km 

⑫ 1500kg ＷＮＷ 8.8km 

※１ 0.1km未満切捨て。 

 

 

図７ 敷地外固定源（アンモニア）と２号炉中央制御室外気取込口との位置関係 

 

  

２号炉中央制御室外気取込口： 固定源（アンモニア）

1 km

NNNWNW

WNW

① 

② ③ 

④ ⑤ 

⑥ 

⑦ ⑧ 
⑨ 

⑩ 
⑪ ⑫ 
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ｂ．可動源 

可動源として特定したハロン 1301が２号炉中央制御室内に与える影響を評価した。 

特定した可動源は，隣接する建屋（２号原子炉建屋及び２号制御建屋）に搬入される。

建屋までの輸送ルートは同一であることから，それぞれの可動源の搬入先である建屋の

配置を考慮し，可動源は同一の搬入口を使用して建屋内に搬入されると仮定する。 

上記を踏まえ，評価にあたっては，輸送量が多く有毒ガス放出時の影響が最大となる

２号原子炉建屋に輸送されるハロン 1301（75kg）からの有毒ガスの放出を想定する。 

ハロン 1301 ガスボンベ（75kg）１基が損傷し，全量が大気中に放出された場合の２

号炉中央制御室外気取込口における有毒ガス濃度は 8.1×101ppm であり，有毒ガス防護

判断基準値 40,000ppmを超過しないことを確認した。評価結果を表７に示す。 

影響が最大となる放出点は，可動源の輸送ルート及び気象条件を考慮し，評価点から

見た各方位に含まれる可動源の輸送ルートのうち，評価点に最近接の位置で放出された

場合の，評価点における相対濃度を比較することで特定した。このとき，実効放出継続

時間は１時間とした。図８に有毒ガス放出点を，表８に評価結果を示す。 

なお，本評価では，評価結果の保守性を考慮し，可動源と評価点は同一高さにあるも

のとし，建屋巻き込みによる影響は考慮していない。 

 

表７ 可動源（ハロン 1301）による有毒ガス影響評価結果 

評
価
条
件 

評価点 ２号炉中央制御室 

可動源の方位 ＮＮＷ 

離隔距離 40m 

貯蔵量 75kg 

放出率※１ 2.1×10-2 kg/s（3.5×10-3 m3/s） 

実効放出継続時間 1h 

評
価
結
果 

相対濃度 2.3×10-2 s/m3 

外気取込口濃度 8.1×101 ppm 

評価 影響なし 

有毒ガス防護判断基準値 40,000ppm 

※１ 括弧内は体積放出率(25℃，1013.25hPa)（m3/s）。 
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図８ ２号炉中央制御室に対する有毒ガス放出点 

 

 

 

表８ 影響が最大となる放出点の特定結果 

可動源の方位 Ｗ ＷＮＷ ＮＷ ＮＮＷ Ｎ ＮＮＥ 

離隔距離 150m 120m 110m 40m 140m 120m 

相対濃度 8.3×10-3s/m3 1.6×10-2s/m3 1.2×10-2s/m3 2.3×10-2s/m3 5.2×10-3s/m3 2.0×10-3s/m3 

 

添付資料：有毒ガスの発生源となり得る化学物質について  

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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別表１ 分析用試薬（１／２） 

化学物質 容器種類 内容量※１ 備考 

1,2ージクロロエタン 試薬瓶 500 ml   

DIDPA 試薬瓶 500 ml   

TOA 試薬瓶 25 ml   

液体シンチレータ 試薬瓶 5 L   

アセトン 試薬瓶 500 ml   

アンモニア水 試薬瓶 500 ml   

アンモニウムイオン標準液 試薬瓶 50 ml   

エタノール 試薬瓶 500 ml   

塩酸 試薬瓶 3000 ml   

塩分分析用研磨液 試薬瓶 50 ml   

塩分分析用電解液 試薬瓶 500 ml   

塩分分析用添加液 試薬瓶 50 ml   

塩分分析用比較内部液 試薬瓶 100 ml   

塩分分析用標準液 試薬瓶 100 ml   

オクタンスルホン酸 試薬瓶 500 ml   

過塩素酸 試薬瓶 500 ml   

過酸化水素水 試薬瓶 500 ml   

過マンガン酸カリウム 試薬瓶 500 ml   

カリウムイオン標準液 試薬瓶 50 ml   

カルシウムイオン標準液 試薬瓶 100 ml   

キシレン 試薬瓶 500 ml   

クロロホルム 試薬瓶 500 ml   

けい素標準液 試薬瓶 100 ml   

ニオブ標準液 試薬瓶 100 ml   

レニウム標準液 試薬瓶 100 ml   

セシウム標準液 試薬瓶 100 ml   

ニッケル標準液 試薬瓶 100 ml   

ストロンチウム標準液 試薬瓶 100 ml   

イットリウム標準液 試薬瓶 100 ml   

コロジオン 試薬瓶 500 ml   

酢酸 試薬瓶 500 ml   

しゅう酸ナトリウム溶液 試薬瓶 500 ml   

硝酸 試薬瓶 3000 ml   

発煙硝酸 試薬瓶 500 g   

硝酸イオン標準液 試薬瓶 50 ml   
 

※１ 貯蔵容器のうち最大容量のものを記載 
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別表１ 分析用試薬（２／２） 

化学物質 容器種類 内容量※１ 備考 

硝酸銀溶液 試薬瓶 500 ml   

ジルコニウム標準原液 試薬瓶 100 ml   

水酸化ナトリウム 試薬瓶 500 ml   

テトラブチルアンモニウム溶液 試薬瓶 500 ml   

中性りん酸塩ｐH標準液 試薬瓶 500 ml   

ナトリウムイオン標準液 試薬瓶 50 ml   

フェノールフタレイン 試薬瓶 500 ml   

フタル酸塩ｐH標準液 試薬瓶 500 ml   

ふっ化水素酸 試薬瓶 500 g   

ヘキサン 試薬瓶 500 ml   

ほう酸塩ｐH標準液 試薬瓶 500 ml   

ほう素標準液 試薬瓶 100 ml   

マグネシウムイオン標準液 試薬瓶 50 ml   

メタノール 試薬瓶 3000 ml   

リチウムイオン標準液 試薬瓶 50 ml   

りん酸トリブチル 試薬瓶 500 ml   

りん酸 試薬瓶 500 ml   

りん酸イオン標準液 試薬瓶 50 ml   

亜硝酸イオン標準液 試薬瓶 50 ml   

塩化物イオン標準液 試薬瓶 50 ml   

四塩化炭素 試薬瓶 500 ml   

臭化物イオン標準原液 試薬瓶 50 ml   

酢酸 試薬瓶 500 ml   

濁度標準溶液 試薬瓶 100 ml   

中性りん酸塩 pH標準液 試薬瓶 500 ml   

硫酸 試薬瓶 500 ml   

硫化アンモニウム溶液 試薬瓶 500 ml   

硫酸イオン標準液 試薬瓶 100 ml   
 

※１ 貯蔵容器のうち最大容量のものを記載 
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別表２ 敷地内固定源の特定結果（薬品タンク等）（１／２） 

化学物質 設備名称 保管場所 濃度 内容量※１ 数量 質量換算※２ 
基準※３ 位置関係※４ 

除外理由 
敷地内 

固定源 
備考 

① ② ③ ④ 距離 高低差 

硫酸 

硫酸希釈タンク １号 制御建屋 １階 5% 0.25 m3 1 23kg × ― ― ―   45kg以下 否  

濃硫酸計量タンク １号 制御建屋 １階 98% 0.007 m3 1 13kg × ― ― ―   45kg以下 否  

復水脱塩装置硫酸計量槽 １号 タービン建屋 地下２階 98% 0.156 m3 1 282kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

復水脱塩装置硫酸希釈槽 １号 タービン建屋 地下２階 25% 1.239 m3 1 570kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

中和硫酸タンク １号 廃棄物処理建屋 １階 98% 0.5 m3 1 902kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

中和硫酸計量タンク １号 廃棄物処理建屋 １階 98% 0.003 m3 1 6kg × ― ― ―   45kg以下 否  

中和硫酸タンク ２号 原子炉建屋 地下１階 98% 0.1 m3 1 181kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

中和薬液注入装置薬注ポット
(A)(B)(C) 

３号 サービス建屋 地下２階 98% 0.002 m3 3 11kg × ― ― ―   45kg以下 否  

硫酸貯槽 １，２号 給排水処理建屋 隣接 98% 3.9 m3 1 7033kg ○ ○ ○ × 180m 15m 不揮発性 否  

Ｈ塔再生用硫酸貯留槽 １，２号 給排水処理建屋 隣接 98% 0.115 m3 1 208kg ○ ○ ○ × 180m 15m 不揮発性 否  

ＭＢ－Ｐ塔再生用硫酸貯留槽 １，２号 給排水処理建屋 98% 0.025 m3 1 46kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

Ｈ塔用硫酸希釈槽 １，２号 給排水処理建屋 25% 0.88 m3 1 405kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

ＭＢ－Ｐ塔用硫酸希釈槽 １，２号 給排水処理建屋 20% 0.21 m3 1 78kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

硫酸貯槽 ３号 給排水処理建屋 98% 3 m3 1 5410kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

硫酸計量槽 ３号 給排水処理建屋 98% 0.16 m3 1 289kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

硫酸希釈槽 ３号 給排水処理建屋 25% 0.88 m3 1 405kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

復水脱塩装置硫酸貯槽 １号 タービン建屋隣接薬品タンク 98% 5.4 m3 1 9738kg ○ ○ ○ × 60m 15m 不揮発性 否  

硫酸貯槽 ２号 タービン建屋隣接薬品タンク 98% 7.5 m3 1 13524kg ○ ○ ○ × 50m 15m 不揮発性 否  

硫酸計量槽 ２号 タービン建屋隣接薬品タンク 98% 0.414 m3 1 747kg ○ ○ ○ × 50m 15m 不揮発性 否  

硫酸貯槽 ３号 タービン建屋隣接薬品タンク 98% 2.2 m3 1 3968kg ○ ○ ○ × 200m 15m 不揮発性 否  

硫酸タンク 環境放射能測定センター 屋上 1% 0.1 m3 1 2kg × ― ― ―   45kg以下 否  

硫酸タンク 排水処理装置建屋 10% 0.05 m3 1 10kg × ― ― ―   45kg以下 否  

硫酸希釈槽 ２号 タービン建屋 地下１階 20% 2.1 m3 1 773kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

硫酸希釈槽 ３号 タービン建屋 地下３階 20% 2.1 m3 1 773kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

水酸化 
ナトリウム 

（苛性ソーダ） 

苛性ソーダ貯槽 １号 廃棄物処理建屋 ２階 25% 0.6 m3 1 197kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

固化装置苛性タンク １号 廃棄物処理建屋 ２階 25% 0.2 m3 1 66kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

中和苛性タンク １号 廃棄物処理建屋 １階 25% 1 m3 1 328kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

中和苛性計量タンク １号 廃棄物処理建屋 １階 25% 0.006 m3 1 2kg × ― ― ―   45kg以下 否  

中和苛性タンク ２号 原子炉建屋 地下１階 25% 0.12 m3 1 40kg × ― ― ―   45kg以下 否  

中和苛性タンク ３号 サービス建屋 地下１階 25% 0.12 m3 1 40kg × ― ― ―   45kg以下 否  

復水脱塩装置苛性ソーダ貯槽 １号 タービン建屋隣接薬品タンク 25% 20 m3 1 6554kg ○ ○ ○ × 60m 15m 不揮発性 否  

復水脱塩装置苛性ソーダ計量槽 １号 タービン建屋 地下２階 25% 0.753 m3 1 247kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

苛性ソーダ貯槽 ２号 タービン建屋隣接薬品タンク 25% 32 m3 1 10487kg ○ ○ ○ × 50m 15m 不揮発性 否  

苛性ソーダ計量槽 ２号 タービン建屋 地下１階 25% 1.3 m3 1 427kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

苛性ソーダ貯槽 ３号 タービン建屋隣接薬品タンク 25% 10.5 m3 1 3441kg ○ ○ ○ × 200m 15m 不揮発性 否  

苛性ソーダ計量槽 ３号 タービン建屋 地下３階 25% 1.3 m3 1 427kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

苛性ソーダ貯槽 １，２号 給排水処理建屋 隣接 25% 7 m3 1 2294kg ○ ○ ○ × 180m 15m 不揮発性 否  

Ｈ塔用苛性ソーダ計量槽 １，２号 給排水処理建屋 隣接 25% 0.44 m3 1 145kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

ＭＢ－Ｐ塔用苛性ソーダ計量槽 １，２号 給排水処理建屋 隣接 25% 0.155 m3 1 51kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

苛性ソーダ貯槽 ３号 給排水処理建屋 25% 7 m3 1 2294kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

苛性ソーダ計量槽 ３号 給排水処理建屋 25% 0.16 m3 1 53kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

苛性ソーダタンク 環境放射能測定センター 屋上 4% 0.1 m3 1 5kg × ― ― ―   45kg以下 否  

苛性ソーダタンク 排水処理装置建屋 10% 0.05 m3 1 6kg × ― ― ―   45kg以下 否  

 
○：YES，×：NO，―：評価不要 
※１ 貯蔵容器の最大貯蔵量。 

※２ １kg未満切上げ。 

※３ ①多量の放出が考えられる。 ②屋外に保管している。 
③有毒化学物質である。   ④ガス又は揮発性の液体である。 

※４ 屋外貯蔵のみ記載。 
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別表２ 敷地内固定源の特定結果（薬品タンク等）（２／２） 

化学物質 設備名称 保管場所 濃度 内容量※１ 数量 質量換算※２ 
基準※３ 位置関係※４ 

除外理由 
敷地内 

固定源 
備考 

① ② ③ ④ 距離 高低差 

ヒドラジン 

脱酸素剤注入タンク １号 制御建屋 １階 0.75% 0.6 m3 1 5kg × ― ― ―   45kg以下 否  

給水ドレンタンク １号 制御建屋 地下１階 0.75% 8 m3 1 62kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

ブロータンク １号 制御建屋 １階 0.75% 4 m3 1 31kg × ― ― ―   45kg以下 否  

フラッシュタンク １号 タービン建屋 地下２階 0.75% 3.7 m3 1 29kg × ― ― ―   45kg以下 否  

ポリ塩化 

アルミニウム 

ＰＡＣ貯槽 １，２号 給排水処理建屋 11% 2 m3 1 262kg ○ × ― ― 
  

屋内貯蔵 否  

ＰＡＣ貯槽 ３号 給排水処理建屋 11% 2.5 m3 1 328kg ○ × ― ― 
  

屋内貯蔵 否  

ＰＡＣ貯槽 浄水場 浄化ポンプ室 11% 0.22 m3 1 29kg × ― ― ― 
  

45kg以下 否 
飲料水製
造用 
混合によ
り塩素ガ
スが発生 
 

次亜塩素酸 

ナトリウム 
次亜塩素酸ナトリウム貯槽 浄水場 浄化ポンプ室 12% 0.22 m3 1 32kg × ― ― ― 

  
45kg以下 否 

窒素 

（液体窒素） 

液体窒素貯槽 １号 原子炉建屋 横 100% 8.5 m3 1 6872kg ○ ○ × ― 110m 15m 
有毒化学物

質ではない 
否  

液体窒素貯槽 ２号 原子炉建屋 横 100% 90 m3 1 72757kg ○ ○ × ― 80m 15m 
有毒化学物

質ではない 
否  

硫酸アルミニウム 

（硫酸バンド） 

硫酸バンド貯槽 １号 廃棄物処理建屋 ４階 10% 1.1 m3 1 1164kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

硫酸バンド計量ホッパ １号 廃棄物処理建屋 ２階 10% 0.1 m3 1 106kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

五ホウ酸 

ナトリウム 

ＳＬＣ貯蔵タンク １号 原子炉建屋 ４階 15% 13 m3 1 2106kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

ＳＬＣ貯蔵タンク ２号 原子炉建屋 ２階 15% 18.6 m3 1 3014kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

ＳＬＣ貯蔵タンク ３号 原子炉建屋 ２階 15% 18.6 m3 1 3014kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

プロパン プロパン貯槽 焼却炉建屋付属棟 100% 2900 kg 1 2900kg ○ ○ × ― 420m 6m 
有毒化学物

質ではない 
否  

 
○：YES，×：NO，―：評価不要 
※１ 貯蔵容器の最大貯蔵量。 

※２ １kg未満切上げ。 

※３ ①多量の放出が考えられる。 ②屋外に保管している。 
③有毒化学物質である。   ④ガス又は揮発性の液体である。 

※４ 屋外貯蔵のみ記載。 
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26条－別添 3－19 

別表３ 敷地内固定源の特定結果（ガスボンベ）（１／４） 

化学物質 保管場所 濃度 内容量※１ 数量※２ 質量換算※３ 
基準※４ 位置関係※５ 

除外理由 
敷地内 
固定源 

備考 
① ② ③ ④ 距離 高低差 

アセチレン 

１号 ヤード ボンベ庫 

100% 

7 kg 1 7kg × ― ― ―   45kg以下 否  

３号 サービス建屋 地下１階 化学分析室前ボンベ庫 7 kg 1 7kg × ― ― ―   45kg以下 否  

環境放射能測定センター 7 kg 1 7kg × ― ― ―   45kg以下 否  

アルゴン ３号 サービス建屋 地下１階 化学分析室前ボンベ庫 100% 7 m3 1 13kg × ― ― ―   45kg以下 否  

水素 

１号 原子炉建屋 ３階 Ｒ/Ｂ ＭＣＣ－１Ｃ室 4% 7 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

１号 原子炉建屋 ２階 ＭＣＣ室（ＲＰＴ盤(B)室） 4% 7 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

１号 タービン建屋 地下２階 排ガス水素分析室 3.5% 1.5 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

１号 タービン建屋 地下２階 排ガス水素分析室 70% 1.5 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 原子炉建屋 ２階 CAMSラック室(A)室 4% 7 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 原子炉建屋 ２階 CAMSラック室(B)室 4% 7 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 タービン建屋 ２階 通路 3.5% 1.5 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 タービン建屋 ２階 通路 30% 1.5 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 タービン建屋 ２階 通路 60% 1.5 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

３号 原子炉建屋 ２階 CAMSラック室(A)室 4% 7 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

３号 原子炉建屋 ２階 CAMSラック室(B)室 4% 7 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

３号 タービン建屋 地下２階 CD計装ラック室 4% 1.5 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

３号 タービン建屋 地下２階 CD計装ラック室 70% 1.5 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

１号 ガスボンベ庫 100% 7 m3 84 53kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 ガスボンベ庫 100% 7 m3 60 38kg × ― ― ―   45kg以下 否  

３号 ガスボンベ庫 100% 7 m3 42 27kg × ― ― ―   45kg以下 否  

二酸化炭素 
（炭酸ガス） 

１号 ガスボンベ庫 100% 30 kg 22 660kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 ガスボンベ庫 100% 30 kg 30 900kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

３号 ガスボンベ庫 100% 

1 kg 4 4kg × ― ― ―   45kg以下 否  

30 kg 30 900kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

45 kg 20 900kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

 
○：YES，×：NO，―：評価不要 

※１ 貯蔵容器１基あたりの内容量。 
※２ 貯蔵容器の接続状態を考慮した数量。 

※３ 1kg 未満切上げ。 

※４ ①多量の放出が考えられる。 ②屋外に保管している。 
③有毒化学物質である。   ④ガス又は揮発性の液体である。 

※５ 屋外貯蔵のみ記載。 
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26条－別添 3－20 

別表３ 敷地内固定源の特定結果（ガスボンベ）（２／４） 

化学物質 保管場所 濃度 内容量※１ 数量※２ 質量換算※３ 
基準※４ 位置関係※５ 

除外理由 
敷地内 
固定源 

備考 
① ② ③ ④ 距離 高低差 

窒素 

訓練センター１階実習室 

100% 

7 m3 2 18kg × ― ― ―   45kg以下 否  

１号 補助ボイラー室 7 m3 6 53kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

１号 原子炉建屋 １階通路 7 m3 4 35kg × ― ― ―   45kg以下 否  

１号 原子炉建屋 ３階 Ｒ/Ｂ ＭＣＣ－１Ｃ室 7 m3 1 9kg × ― ― ―   45kg以下 否  

１号 原子炉建屋 ２階 ＭＣＣ室(RPT盤(B)室) 7 m3 1 9kg × ― ― ―   45kg以下 否  

１号 原子炉建屋 １階 通路 7 m3 1 9kg × ― ― ―   45kg以下 否  

１号 原子炉建屋 ２階 空調機械室 0.5 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

１号 原子炉建屋 ２階通路 7 m3 5 44kg × ― ― ―   45kg以下 否  

１号 原子炉建屋 ３階通路 7 m3 5 44kg × ― ― ―   45kg以下 否  

１号 原子炉建屋 地下１階 トーラス室 0.5 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

１号 原子炉建屋 ２階 ＣＵＷ熱交室 0.5 m3 2 2kg × ― ― ―   45kg以下 否  

１号 タービン建屋 地下２階 排ガス水素分析室 1.5 m3 1 2kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 原子炉建屋 ２階 ＣＡＭＳラック(A)室 7 m3 1 9kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 原子炉建屋 ２階 ＣＡＭＳラック(B)室 7 m3 1 9kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 原子炉建屋 地下中２階 ＰＡＳＳラック室 7 m3 1 9kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 原子炉建屋 １階 ＲＨＲ（Ｂ）バルブ室 0.5 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 原子炉建屋 １階通路 7 m3 10 88kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 １階通路 7 m3 16 140kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋  地下１階 7 m3 1 9kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 タービン建屋 地下２階 通路 1.5 m3 1 2kg × ― ― ―   45kg以下 否  

３号 原子炉建屋 地下２階 トーラス室 0.5 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

３号 原子炉建屋 ２階 ＣＡＭＳラック(A)室 7 m3 1 9kg × ― ― ―   45kg以下 否  

３号 原子炉建屋 ２階 ＣＡＭＳラック(B)室 7 m3 1 9kg × ― ― ―   45kg以下 否  

３号 原子炉建屋 １階 ＲＨＲ（Ｂ）バルブ室 0.5 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

３号 原子炉建屋 １階 ＰＡＳＳラック室 7 m3 1 9kg × ― ― ―   45kg以下 否  

３号 原子炉建屋 １階通路 7 m3 6 53kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

３号 原子炉建屋 １階通路 7 m3 16 140kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

３号 原子炉建屋 地下２階 トーラス室 0.5 m3 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否  

３号 タービン建屋 地下２階 ＣＤ計装ラック室 1.5 m3 1 2kg × ― ― ―   45kg以下 否  

１号 ガスボンベ庫 

7 m3 40 350kg ○ × ― ―  
 

屋内貯蔵 否 
軸受封入用 
（防火用） 

7 m3 76 665kg ○ × ― ―  
 

屋内貯蔵 否 
機内注入用 
（緊急用） 

7 m3 2 18kg × ― ― ―   45kg以下 否 操作用 

２号 ガスボンベ庫 

7 m3 72 630kg ○ × ― ―  
 

屋内貯蔵 否 
軸受封入用 
（防火用） 

7 m3 90 788kg ○ × ― ―  
 

屋内貯蔵 否 
機内注入用 
（緊急用） 

7 m3 2 18kg × ― ― ―   45kg以下 否 操作用 

３号 ガスボンベ庫 7 m3 60 525kg ○ × ― ―  
 

屋内貯蔵 否 
軸受封入用 
（防火用） 

環境放射能測定センター 7 m3 1 9kg × ― ― ―   45kg以下 否  

 
○：YES，×：NO，―：評価不要 
※１ 貯蔵容器１基あたりの内容量。 

※２ 貯蔵容器の接続状態を考慮した数量。 

※３ 1kg 未満切上げ。 
※４ ①多量の放出が考えられる。 ②屋外に保管している。 

   ③有毒化学物質である。   ④ガス又は揮発性の液体である。 

※５ 屋外貯蔵のみ記載。 
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26条－別添 3－21 

別表３ 敷地内固定源の特定結果（ガスボンベ）（３／４） 

化学物質 保管場所 濃度 内容量※１ 数量※２ 質量換算※３ 
基準※４ 位置関係※５ 

除外理由 
敷地内 
固定源 

備考 
① ② ③ ④ 距離 高低差 

ハロン 1301 

２号 制御建屋 地下２階 ２５０V 直流主母線盤室 

100% 

70 kg 20 1400kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 制御建屋 地下２階 空調機械（A)室 45 kg 6 270kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 制御建屋 地下１階 常用・共通 M/C・P/C室 

70 kg 19 1330kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

45 kg 2 90kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

26 kg 5 130kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 制御建屋 地下２階 空調機械（B)室 70 kg 24 1680kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 制御建屋 １階 更衣室 30 kg 1 30kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 制御建屋 ２階 西側通路  

15 kg 1 15kg × ― ― ―   45kg以下 否  

25 kg 1 25kg × ― ― ―   45kg以下 否  

45 kg 1 45kg × ― ― ―   45kg以下 否  

50 kg 2 100kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

65 kg 4 260kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 制御建屋 ２階 ハロンガスボンベ室 60 kg 6 360kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 地下３階 トーラス室 

60 kg 67 4020kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

65 kg 8 520kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

70 kg 5 350kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 地下３階 RCW熱交換器(B)(D)室 75 kg 13 975kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 地下３階 南側通路 60 kg 5 300kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 地下３階 RCW熱交換器ポンプ(A)(C)室 70 kg 13 910kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 地下２階 ハッチ室 70 kg 8 560kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 地下２階 南側通路 
55 kg 3 165kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

60 kg 5 300kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 地下１階 インナー通路 45 kg 1 45kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 原子炉建屋 地下１階 西側通路 45 kg 1 45kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 原子炉建屋 地下１階 区分Ⅲ HPCS 電気室 
70 kg 13 910kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

75 kg 4 300kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 地下１階 区分Ⅱ 非常用電気室 65 kg 6 390kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 地下１階 TIP 装置室 
65 kg 11 715kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

70 kg 15 1050kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 １階 インナー室 
45 kg 4 180kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

50 kg 3 150kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 １階 区分Ⅲ非常用 D/G制御盤室 

45 kg 1 45kg × ― ― ―   45kg以下 否  

60 kg 4 240kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

65 kg 1 65kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 １階 MSトンネル L/C室 70 kg 10 700kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 中２階 ドラム検査エリア 55 kg 1 55kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 ２階 インナー通路 60 kg 3 180kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 ２階 送風機・緊急用電気品室 
65 kg 8 520kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

70 kg 4 280kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 ２階 原子炉補機(HPCS)送風機室 

60 kg 1 60kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

60 kg 4 240kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

70 kg 16 1120kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 ２階 原子炉補機(A)室送風機室 

50 kg 1 50kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

60 kg 4 240kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

65 kg 5 325kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 ２階 原子炉補機(B)室送風機室 
60 kg 13 780kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

70 kg 10 700kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 中３階 固化設備メンテナンス室 70 kg 32 2240kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

 
○：YES，×：NO，―：評価不要 

※１ 貯蔵容器１基あたりの内容量。 

※２ 貯蔵容器の接続状態を考慮した数量。 
※３ 1kg 未満切上げ。 

※４ ①多量の放出が考えられる。       ②屋外に保管している。 

③有毒化学物質である。（添付資料参考） ④ガス又は揮発性の液体である。 
※５ 屋外貯蔵のみ記載。 
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26条－別添 3－22 

別表３ 敷地内固定源の特定結果（ガスボンベ）（４／４） 

化学物質 保管場所 濃度 内容量※１ 数量※２ 質量換算※３ 
基準※４ 位置関係※５ 

除外理由 
敷地内 
固定源 

備考 
① ② ③ ④ 距離 高低差 

FK-5-1-12 

２号 制御建屋 １階 トレンチスペース 

100% 

14 kg 2 28kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 制御建屋 １階 トレンチスペース 14 kg 15 210kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 制御建屋 ２階 トレンチスペース 14 kg 1 14kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 原子炉建屋 地下２階 区分Ⅰケーブル連絡トレンチ 14 kg 8 112kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 地下中３階 区分Ⅰケーブル連絡トレンチ 14 kg 4 56kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 地下中３階 HCWバルブ室 14 kg 2 28kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 原子炉建屋 １階 インナー通路 14 kg 34 476kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 １階 制御建屋連絡通路 14 kg 2 28kg × ― ― ―   45kg以下 否  

２号 原子炉建屋 １階 常用系ケーブルトレイトレンチ室 14 kg 15 210kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 ２階 インナー通路 14 kg 28 392kg ○ × ― ―   屋内貯蔵 否  

２号 原子炉建屋 ２階 HECW冷凍機・ポンプ(B)(D)室 14 kg 1 14kg × ― ― ―   45kg以下 否  

ヘリウム 
１号 制御建屋 １階 化学分析室 

100% 
7 m3 1 2kg × ― ― ―   45kg以下 否  

３号 サービス建屋 地下１階 化学分析室 7 m3 1 2kg × ― ― ―   45kg以下 否  

プロパン １号 プロパンガスボンベ庫 100% 50 kg 8 400kg ○ ○ × ― 40m 15m 
有毒化学物
質ではない 

否 

１号補助ボイラ
ーは震災以降使
用していない。現
在，プロパンガス
ボンベは撤去済
み。 

PRガス 環境放射能測定センター 100% 10 L 4 1kg × ― ― ―   45kg以下 否 Ar＋CH4(10%) 

Qガス 
１号 制御建屋 １階 化学分析室 100% 10 L 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否 He+C4H10(1%) 

３号 サービス建屋 地下１階 化学分析室 100% 10 L 1 1kg × ― ― ―   45kg以下 否 He+C4H10(1%) 

 
○：YES，×：NO，―：評価不要 
※１ 貯蔵容器１基あたりの内容量。 

※２ 貯蔵容器の接続状態を考慮した数量。 

※３ 1kg 未満切上げ。 
※４ ①多量の放出が考えられる。 ②屋外に保管している。 

③有毒化学物質である。   ④ガス又は揮発性の液体である。 

※５ 屋屋外貯蔵のみ記載。 
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別表４ 敷地内固定源の特定結果（薬品） 

化学物質 保管場所 容器種類 内容量※１ 数量※２ 質量換算※３ 
基準※４ 

除外理由 
敷地内 

固定源 
備考 

① ② ③ ④ 

防錆剤 

（商品名：クリレックス

L-111） 

１号 制御建屋 地下２階 ＴＣＷ熱交換機室 ポリ容器 12 kg 40 192kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否 

主成分である亜硝酸ナトリウ

ム（約 40%）として質量換算 

１号 原子炉建屋 地下１階 ＲＣＷポンプ室 ポリ容器 12 kg 40 192kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否 

２号 制御建屋 ２階 消耗品庫 ポリ容器 12 kg 40 192kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否 

３号 熱交建屋 地下３階 常用電気品室 ポリ容器 12 kg 40 192kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否 

第四定検資機材倉庫 ポリ容器 12 kg 100 480kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否 

ドライクリーニング用洗剤 

（商品名：VF-2250） 

１号 制御建屋ランドリー室 缶 20 kg 3 39kg × ― ― ― 45kg以下 否 HCFC-225：約 65% 

主成分である HCFC-225の含有

率（約 65%）として質量換算 第２物品倉庫 缶 20 kg 24 312kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否 

ドライクリーニング用洗剤 

（商品名：アサヒクリン 

AK-225） 

１号 制御建屋ランドリー室 缶 20 kg 10 200kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否 
主成分である HCFC-225の含有

率（99%以上）として質量換算 
第２物品倉庫 缶 20 kg 50 1000kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否 

ポリ塩化アルミニウム 浄水場 浄化ポンプ室 ポリ容器 20 ㎏ 20 44kg × ― ― ― 45kg以下 否 濃度 11% 

次亜塩素酸ナトリウム 事務新館１階倉庫 ポリ容器 20 ㎏ 20 48kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否 濃度 12% 

ヒドラジン １号 制御建屋 補助ボイラー室 缶 20 kg 10 120kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否 

濃度 60% 

１号補助ボイラーが停止中の

ため，現在は保有していない。 

泡消火薬剤 

（商品名：ラピタック） 
消防車庫 

ポリ 

タンク 
1000 Ｌ 1 1050kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否 

比重約 1.05 

成分の詳細は非公開 

炭化水素系界面活性剤（グリコ

ールエーテル類）を主成分とす

る淡黄色液体 

急性毒性が注目されている化

学物質ではなく，ガスとしての

拡散も考え難い 

ポリ 

タンク 
20 Ｌ 52 1092kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否 

車両 

タンク 
500 Ｌ 2 1050kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否 

窒素 

（液体窒素） 

環境放射能測定センター 
デュワ瓶 28 L 3 68kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否   

デュワ瓶 50 L 1 41kg × ― ― ― 45kg以下 否   

１号 制御建屋 １階 化学分析室 デュワ瓶 28 L 5 114kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否   

２号 タービン建屋 地下２階 

排ガス放射線モニタ室 
デュワ瓶 28 L 1 23kg × ― ― ― 45kg以下 否   

３号 サービス建屋 １階 放管Ｇｅエリア デュワ瓶 28 L 2 46kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否   

３号 サービス建屋 地下１階 化学分析室 デュワ瓶 28 L 3 68kg ○ × ― ― 屋内貯蔵 否   

固体廃棄物貯蔵所 デュワ瓶 30 L 1 25kg × ― ― ― 45kg以下 否   

 
○：YES，×：NO，―：評価不要 

※１ 貯蔵容器１基あたりの内容量。 

※２ 想定される最大保管数。 
※３ 同一の保管場所に貯蔵された総量。1kg未満切上げ。 

※４ ①多量の放出が考えられる。 ②屋外に保管している。 

   ③有毒化学物質である。   ④ガス又は揮発性の液体である。 
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別表５ 可動源の特定結果（薬品タンク等） 

化学物質 

輸送先 

荷姿 輸送量※２ 濃度 質量換算※３ 

基準※４ 

除外理由 可動源 備考 
設備名称 場所 

内容量 
※１ 

① ② ③ 

硫酸 

硫酸貯槽 １，２号 給排水処理建屋隣接 3.9 m3 

タンクローリー 
又は 

薬品コンテナ 
8 m3 98% 14.5t 

○ ○ × 不揮発性 否  

硫酸貯槽 ３号 給排水処理建屋 3.0 m3 ○ ○ × 不揮発性 否  

復水脱塩装置硫酸貯槽 １号 タービン建屋隣接薬品タンク 5.4 m3 ○ ○ × 不揮発性 否  

硫酸貯槽 ２号 タービン建屋隣接薬品タンク 7.5 m3 ○ ○ × 不揮発性 否  

硫酸貯槽 ３号 タービン建屋隣接薬品タンク 2.2 m3 ○ ○ × 不揮発性 否  

水酸化 
ナトリウム 
（苛性ソーダ） 

苛性ソーダ貯槽 １，２号 給排水処理建屋隣接 7 m3 

タンクローリー 
又は 

薬品コンテナ 
10 m3 25% 0.9t 

○ ○ × 不揮発性 否  

苛性ソーダ貯槽 ３号 給排水処理建屋 7 m3 ○ ○ × 不揮発性 否  

復水脱塩装置苛性ソーダ貯槽 １号 タービン建屋隣接薬品タンク 20 m3 ○ ○ × 不揮発性 否  

苛性ソーダ貯槽 ２号 タービン建屋隣接薬品タンク 32 m3 ○ ○ × 不揮発性 否  

苛性ソーダ貯槽 ３号 タービン建屋隣接薬品タンク 10.5 m3 ○ ○ × 不揮発性 否  

窒素 
（液体窒素） 

液体窒素貯槽 １号 原子炉建屋 横 8.5 m3 
タンクローリー 8 ｔ 100% 8t 

○ × ― 
有毒化学物
質ではない 

否  

液体窒素貯槽 ２号 原子炉建屋 横 90 m3 ○ × ― 
有毒化学物
質ではない 

否  

プロパン プロパン貯槽 焼却炉附属棟 2,900 kg タンクローリー 3 ｔ 100% 3t ○ × ― 
有毒化学物
質ではない 

否  

 
○：YES，×：NO，―：評価不要 

※１ 最大貯蔵量を記載。 
※２ 一回の輸送で想定される最大容量を記載。薬品コンテナで輸送する場合は容量 1m3 程度を複数輸送。 

※３ 0.1ｔ未満切り上げ。 

※４ ①多量の放出が考えられる。 
   ②有毒化学物質である。 

   ③ガス又は揮発性の液体である。 
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別表６ 可動源の特定結果（ガスボンベ） 

化学物質 輸送先 濃度 内容量※１※２ 質量換算※３ 
基準※４ 

除外理由 可動源 備考 
① ② ③ 

アセチレン 

１号 ヤード ボンベ庫 

100% 

7 kg 7kg × ― ― 45kg以下 否  

３号 サービス建屋 7 kg 7kg × ― ― 45kg以下 否  

環境放射能測定センター 7 kg 7kg × ― ― 45kg以下 否  

アルゴン ３号 サービス建屋 100% 7 m3 13kg × ― ― 45kg以下 否  

水素 

１号 原子炉建屋 4% 7 m3 1kg × ― ― 45kg以下 否  

１号 タービン建屋 70% 1.5 m3 1kg × ― ― 45kg以下 否  

２号 原子炉建屋 4% 7 m3 1kg × ― ― 45kg以下 否  

２号 タービン建屋 60% 1.5 m3 1kg × ― ― 45kg以下 否  

３号 原子炉建屋 4% 7 m3 1kg × ― ― 45kg以下 否  

３号 タービン建屋 70% 1.5 m3 1kg × ― ― 45kg以下 否  

１号 ガスボンベ庫 100% 7 m3 1kg × ― ― 45kg以下 否  

２号 ガスボンベ庫 100% 7 m3 1kg × ― ― 45kg以下 否  

３号 ガスボンベ庫 100% 7 m3 1kg × ― ― 45kg以下 否  

二酸化炭素 
（炭酸ガス） 

１号 ガスボンベ庫 

100% 

30 kg 30kg × ― ― 45kg以下 否  

２号 ガスボンベ庫 30 kg 30kg × ― ― 45kg以下 否  

３号 ガスボンベ庫 45 kg 45kg × ― ― 45kg以下 否  

ハロン 1301 
２号 制御建屋 

100% 
70 kg 70kg ○ ○ ○  該当  

２号 原子炉建屋 75 kg 75kg ○ ○ ○  該当  

FK-5-1-12 
２号 制御建屋 

100% 
14 kg 14kg × ― ― 45kg以下 否  

２号 原子炉建屋 14 kg 14kg × ― ― 45kg以下 否  

窒素 

１号 制御建屋 

100% 

7 m3 9kg × ― ― 45kg以下 否  

１号 原子炉建屋 7 m3 9kg × ― ― 45kg以下 否  

１号 タービン建屋 1.5 m3 2kg × ― ― 45kg以下 否  

２号 原子炉建屋 7 m3 9kg × ― ― 45kg以下 否  

２号 タービン建屋 1.5 m3 2kg × ― ― 45kg以下 否  

３号 原子炉建屋 7 m3 9kg × ― ― 45kg以下 否  

３号 タービン建屋 1.5 m3 2kg × ― ― 45kg以下 否  

１号 ガスボンベ庫 7 m3 9kg × ― ― 45kg以下 否 軸受封入用（防火用） 

２号 ガスボンベ庫 7 m3 9kg × ― ― 45kg以下 否 軸受封入用（防火用） 

３号 ガスボンベ庫 7 m3 9kg × ― ― 45kg以下 否 軸受封入用（防火用） 

訓練センター 7 m3 9kg × ― ― 45kg以下 否  

ヘリウム 
１号 制御建屋 

100% 
7 m3 2kg × ― ― 45kg以下 否  

３号 サービス建屋 7 m3 2kg × ― ― 45kg以下 否  

プロパン １号 プロパンガスボンベ庫 100% 50 kg 50kg ○ × ― 
有毒化学物
質ではない 

否 

１号補助ボイラーは震災
以降使用していない。現
在，プロパンガスボンベ
は撤去済み。 

PRガス 環境放射能測定センター 

― 

10 L 1kg × ― ― 45kg以下 否 Ar＋CH4(10%) 

Qガス 
１号 制御建屋 10 L 1kg × ― ― 45kg以下 否 He+C4H10(1%) 

３号 サービス建屋 10 L 1kg × ― ― 45kg以下 否 He+C4H10(1%) 

 
○：YES，×：NO，―：評価不要 

※１ 同一の輸送先に輸送される容器のうち，内容量が最大のもの。 

※２ 貯蔵容器１基あたりの内容量。 
※３ 1kg 未満切上げ。 

※４ ①多量の放出が考えられる。 

②有毒化学物質である。 
③ガス又は揮発性の液体である。 
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別表７ 可動源の特定結果（薬品タンク等） 

化学物質 輸送先 容器種類 内容量※１※２ 質量換算※３ 
基準※４ 

除外理由 可動源 備考 
① ② ③ 

防錆剤 

（商品名：クリレックス L-111） 

１号 制御建屋 ポリ容器 12 kg 4.8kg × ― ― 45kg以下 否 

主成分である亜硝酸ナトリウ

ム（約 40%）として質量換算 

１号 原子炉建屋 ポリ容器 12 kg 4.8kg × ― ― 45kg以下 否 

２号 制御建屋 ポリ容器 12 kg 4.8kg × ― ― 45kg以下 否 

３号 熱交建屋 ポリ容器 12 kg 4.8kg × ― ― 45kg以下 否 

第四定検資機材倉庫 ポリ容器 12 kg 4.8kg × ― ― 45kg以下 否 

ドライクリーニング用洗剤 

（商品名：VF-2250） 

１号 制御建屋 缶 20 kg 13kg × ― ― 45kg以下 否 主成分であるHCFC-225の含

有率（約 65%）として質量換算 第２物品倉庫 缶 20 kg 13kg × ― ― 45kg以下 否 

ドライクリーニング用洗剤 

（商品名：アサヒクリン AK-225） 

１号 制御建屋 缶 20 kg 20kg × ― ― 45kg以下 否 主成分であるHCFC-225の含

有率（99%以上）として質量換

算 第２物品倉庫 缶 20 kg 20kg × ― ― 45kg以下 否 

ポリ塩化アルミニウム 浄水場 ポリ容器 20 ㎏ 2.2kg × ― ― 45kg以下 否 

濃度 11% 

輸送時に次亜塩素酸ナトリウ

ムとの混載なし 

次亜塩素酸ナトリウム 事務新館 ポリ容器 20 ㎏ 2.4kg × ― ― 45kg以下 否 

濃度 12% 

輸送時にポリ塩化アルミニウ

ムとの混載なし 

ヒドラジン １号 制御建屋 缶 20 kg 24kg × ― ― 45kg以下 否 

濃度 60％ 

１号補助ボイラー用脱酸剤 

１号補助ボイラーは。震災以

降使用していないため，現在

は保有していない。 

泡消火薬剤 

（商品名：ラピタック） 
消防車庫 

ポリタンク 1000 Ｌ 1050kg ○ × ― 

有毒化学

物質では

ない 

否 

比重約 1.05 

成分の詳細は非公開 

炭化水素系界面活性剤（グリ

コールエーテル類）を主成分

とする淡黄色液体 

急性毒性が注目されている化

学物質ではなく，ガスとしての

拡散も考え難い 

ポリタンク 20 Ｌ 21kg × ― ― 45kg以下 否 

窒素 

（液体窒素） 

環境放射能測定センター 
デュワ瓶 28 L 23kg × ― ― 45kg以下 否   

デュワ瓶 50 L 41kg × ― ― 45kg以下 否   

１号 制御建屋 デュワ瓶 28 L 23kg × ― ― 45kg以下 否   

２号 タービン建屋 デュワ瓶 28 L 23kg × ― ― 45kg以下 否   

３号 サービス建屋 デュワ瓶 28 L 23kg × ― ― 45kg以下 否   

３号 サービス建屋 デュワ瓶 28 L 23kg × ― ― 45kg以下 否   

固体廃棄物貯蔵所 デュワ瓶 30 L 25kg × ― ― 45kg以下 否   

 
○：YES，×：NO，―：評価不要 

※１ 同一の輸送先に輸送される容器のうち，内容量が最大のもの。 
※２ 貯蔵容器１基あたりの内容量。 

※３ 1kg 未満切上げ。 

※４ ①多量の放出が考えられる。 
②有毒化学物質である。 

③ガス又は揮発性の液体である。 
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別紙１ 

 

女川原子力発電所に米国の基準を適用することの妥当性について 

 

女川原子力発電所においては米国の基準※１を参考に敷地内に貯蔵された化学物質

及び敷地内で輸送される化学物質のうち，45kgを超えないものについては，有毒ガス

防護に係る評価上，大気中への多量の放出を考慮する必要がないとして評価対象から

除外している。 

米国の基準では，ガウス拡散モデルによる中央制御室内における濃度の概略評価の

実施結果に基づき，中央制御室から 0.3マイル(約 480m)圏内に貯蔵された 100ポンド

(45.2kg)を超える有害化学物質(hazardous chemicals)は，中央制御室の居住性に与

える影響を評価するべきとしている。 

この基準で示された 100ポンドは，米国労働安全衛生管理局（US-OSHA）の規則(29 

CFR 1910.119)において，有害化学物質ごとに定められた作業員防護を目的とした基

準量（Threshold Quantity※２）の最小値を採用している。 

この基準量は，ガウス拡散モデルで大気安定度 D，風速 4.3m/s，拡散時間１時間で

の評価結果に基づき導出されたものである。 

女川原子力発電所における有毒ガス防護に係る影響評価では，上述の米国における

基準を参考に，45kgを超えない化学物質については評価対象外としている。 

以下に，女川原子力発電所にて米国の基準を適用することの妥当性を示す。 
※１ ”All hazardous chemicals present in weights greater than 100 lb within 0.3 mile of the 

control room should be considered in a control room evaluation.” 
出典：”Evaluating the habitability of a Nuclear power plant control room during a 

postulated hazardous chemical release”, Regulatory guide 1.78, Rev.1, (USNRC, 
December 2001) 

※２ この量を超える化学物質を取り扱う場合は，職場又は作業場において作業員が深刻な危険に
さらされる可能性があるとされる基準量 

 

１．女川原子力発電所における気象の特性 

有毒ガスの濃度評価に用いる相対濃度は，評価点からの方位と距離に応じて決ま

る。放出源から評価点までの距離を一定とし，方位ごとの特性を評価した。 

評価の結果，女川原子力発電所において，最も厳しい相対濃度の評価結果を与え

る方位は，放出点から見た方位が ESE方向であることを確認した。方位ごとの相対

濃度の結果を表１に示す。 

なお，本評価では，「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」の大気拡

散の評価式及び女川原子力発電所の安全解析に使用している気象（2012 年 1 月～

12 月）を用いる。なお，評価においては，結果の保守性を考慮し，建屋の巻き込

みによる影響は考慮せず，放出点と評価点は同一高さとした。 
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表１ 方位ごとの相対濃度の比較（離隔距離 100m）（１／２） 

方位 NNE NE ENE E ESE SE SSE S 

相対濃度 

(s/m3) 
4.8×10-3 1.7×10-2 2.3×10-3 1.7×10-2 2.1×10-2 1.5×10-2 4.5×10-3 9.5×10-3 

         

表１ 方位ごとの相対濃度の比較（離隔距離 100m）（２／２） 

方位 SSW SW WSW W WNW NW NNW N 

相対濃度 
(s/m3) 

2.8×10-3 9.7×10-4 3.4×10-3 6.1×10-3 2.3×10-3 4.7×10-3 9.7×10-4 4.7×10-3 

 

２．女川原子力発電所で貯蔵する化学物質を用いた概略評価 

女川原子力発電所に貯蔵された化学物質のうち，最も厳しい IDLH 値が設定され

ているヒドラジン（IDLH値：50ppm）が瞬時に全量放出する事象を想定する。 

女川原子力発電所において最も厳しい相対濃度を与える方位である ESE方向の相

対濃度を用いて，評価点におけるヒドラジン濃度が 50ppmとなる距離とヒドラジン

の放出量の関係を評価した。評価結果を図１に示す。 

評価の結果，女川原子力発電所では，少なくとも 300m までは，評価点における

ヒドラジン濃度が IDLH値を超過しないことを確認した。 

これは，米国の基準と比較しても保守的な結果が得られていると考える。 

以上より，女川原子力発電所敷地内の化学物質に対して，米国の基準を適用する

ことは妥当であると考える。 

 

 

図１ 評価点からの距離とヒドラジン貯蔵量の関係（方位 ESE） 
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別紙２ 

 

他の有毒化学物質等との反応により発生する有毒ガスの考慮について 

 

流出した有毒化学物質と，その周囲にある有毒化学物質等との反応による有毒ガス

の発生について評価した。 

本評価では，女川原子力発電所に貯蔵されている液状の有毒化学物質である，硫酸，

水酸化ナトリウム水溶液，ヒドラジン，また，貯蔵量，貯蔵状態からみて，有毒ガス

防護に係る影響評価上，大気中への多量の放出を考慮する必要がないとしている液状

の化学物質について，流出した際に接触する物質との反応により発生する有毒ガスを

対象とする。 

貯蔵施設のうち，薬品タンクについては，タンク下部に堰が設置されており，流出

時においても，貯蔵量の全量を堰内に貯留することができる設計となっていることか

ら，他の薬品との混触は考え難いが，薬品タンクの位置関係から混触の可能性がある

ものについては評価対象とする。 

一部の薬品タンクについては，同一堰内に設置された薬品タンクからの薬品の流出

を想定すると，混触により有毒ガスが発生するものもあるが，薬品タンク内の化学物

質の貯蔵量からみて，発生する有毒ガスは少量であり，有毒ガス防護に係る影響評価

上，大気中への多量の放出を考慮する必要がないことを確認している。 

なお，女川原子力発電所の貯蔵施設に貯蔵された気体状の化学物質については，大

気中の成分（窒素等）や一般で使用されている化学物質（プロパン等）のみであり，

貯蔵容器からの流出を想定しても，他の有毒化学物質等との反応により有毒ガス防護

に係る影響評価上，大気中への多量の放出を考慮する必要のある有毒ガスを発生させ

ることは考え難いことから評価対象外としている。 

液状の化学物質及び有毒化学物質が流出した際に接触する物質としてⅰ．～ⅳ．を

想定し，反応による有毒ガスの発生について評価した結果を表１に示す。 

評価の結果，液状の化学物質及び有毒化学物質の流出時における他の物質との接触

を考慮しても，有毒ガス防護に係る影響評価上，大気中への多量の放出を考慮する必

要のある有毒ガスを発生させるような反応はないことを確認した。 

ⅰ．外気 

ⅱ．水※１ 

ⅲ．構造材※２ 

ⅳ．貯蔵施設の配置より，混触が考えられる化学物質 

※１ 溢水等により発生する水との接触を想定 

※２ 薬品タンク下部に設置された堰の構造材であるコンクリートを想定 
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表
１

 
他
の
有
毒
化
学
物
質
等
と
の
反
応
に
よ
り
発
生
す
る
有
毒
ガ
ス
に
つ
い
て

 

化
学
物
質

 

他
の
有
毒
化
学
物
質
と
の
反
応
に
つ
い
て

 

備
考

 
空
気

 
水

 
構
造
材
（
コ
ン
ク
リ
ー
ト
※
）
 

混
触
の
可
能
性
の
あ
る
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反
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す
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熱
が
発
生

す
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蒸
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す
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あ
る
た
め
，
酸
化
カ
ル
シ

ウ
ム
と
中
和
反
応
を
示
す
こ
と
が
考
え
ら

れ
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あ
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別紙３ 

 

敷地外固定源の特定に係る調査対象法令の選定について 

 

対象とする法令は，環境省の「化学物質情報検索支援システム」にて，化学物質の

管理に係る主要な法律として示された法律（図１及び図２）及び「化学物質の審査及

び製造等の規制に関する法律 逐条解説」に示された化学物質に関連する法律（図３）

の内容を調査し，化学物質の貯蔵を規制している法律を選定した。 

また，多量の化学物質を貯蔵する施設として化学工場等の産業施設が想定されるこ

とから，経済産業省に関連する法律（表１）のうち，特にガスの貯蔵を規制する法律

についても選定した。 

具体的には，上記の法律のうち貯蔵量等に係る届出義務のある法律を対象として開

示請求を実施した。届出情報の開示請求を実施する法律の選定結果を表２に示す。 

なお,法律の他，宮城県の条令についても調査を実施し，化学物質の貯蔵を規制す

る条例はないことを確認している。 

 

図１ 化学物質の規制に係る法律（法体系） 

（出典：環境省 化学物質情報検索支援システム： http://www.chemicoco.go.jp/laws.html）  
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図２ 化学物質の規制に係る法律（一覧表） 

（出典：環境省 化学物質情報検索支援システム： http://www.chemicoco.go.jp/laws.html） 

 

 

 

図３ 化学物質の規制に係る法律一覧 

（出典：化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律 逐条解説） 
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表１ 経済産業省 関係法令一覧（１／４） 

番号 法律名 

1 経済産業省設置法 

2 行政機関の職員の定員に関する法律 

3 行政手続法 

4 独立行政法人通則法 

5 行政機関が行う政策の評価に関する法律 

6 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 

7 行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律 

8 行政機関の保有する情報の公開に関する法律 

9 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 

10 企業合理化促進法 

11 商工会議所法 

12 生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関する法律 

13 国民生活安定緊急措置法 

14 労働時間等の設定の改善に関する特別措置法 

15 独立行政法人経済産業研究所法 

16 有限責任事業組合契約に関する法律 

17 投資事業有限責任組合契約に関する法律 

18 不正競争防止法 

19 産業競争力強化法 

20 破綻金融機関等の融資先である中堅事業者に係る信用保険の特例に関する臨時措置法 

21 エネルギー環境適合製品の開発及び製造を行う事業の促進に関する法律 

22 企業再建整備法 

23 工場立地法 

24 地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律 

25 農村地域工業等導入促進法 

26 総合保養地域整備法 

27 多極分散型国土形成促進法 

28 地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律 

29 大阪湾臨海地域開発整備法 

30 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律 

31 工業用水法 

32 工業用水道事業法 

33 大深度地下の公共的使用に関する特別措置法 

34 独立行政法人水資源機構法 

35 沖縄振興特別措置法 

36 中心市街地の活性化に関する法律 

37 独立行政法人日本貿易振興機構法 

38 関税定率法 

39 外国為替及び外国貿易法 

40 特定多国籍企業による研究開発事業等の促進に関する特別措置法 

41 貿易保険法 

42 輸出入取引法 

43 経済連携協定に基づく特定原産地証明書の発給等に関する法律 

44 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律 

45 産業技術力強化法 

46 大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律 

47 技術研究組合法 

48 基盤技術研究円滑化法 

49 福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律 

50 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法 

※経済産業省ＨＰより作成（平成 30 年 3 月時点）（http://www.meti.go.jp/intro/law/ichiran.html） 
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表１ 経済産業省 関係法令一覧（２／４） 

番号 法律名 

51 独立行政法人産業技術総合研究所法 

52 工業標準化法 

53 特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実施に関する法律 

54 独立行政法人製品評価技術基盤機構法 

55 計量法 

56 独立行政法人環境再生保全機構法 

57 国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律 

58 地球温暖化対策の推進に関する法律 

59 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律 

60 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 

61 資源の有効な利用の促進に関する法律 

62 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律 

63 食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律 

64 使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律 

65 環境影響評価法 

66 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律 

67 産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法律 

68 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法 

69 特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律 

70 有明海及び八代海等を再生するための特別措置に関する法律 

71 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律 

72 ものづくり基盤技術振興基本法 

73 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律 

74 化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律 

75 特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律 

76 フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律 

77 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律 

78 アルコール事業法 

79 日本アルコール産業株式会社法 

82 砂利採取法 

83 使用済自動車の再資源化等に関する法律 

84 自転車競技法 

85 小型自動車競走法 

86 航空機製造事業法 

87 武器等製造法 

88 航空機工業振興法 

89 対人地雷の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律 

90 クラスター弾等の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律 

91 水銀による環境の汚染の防止に関する法律 

92 フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律 

93 伝統的工芸品産業の振興に関する法律 

94 電子消費者契約及び電子承諾通知に関する民法の特例に関する法律 

95 青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律 

96 電子署名及び認証業務に関する法律 

97 不正アクセス行為の禁止等に関する法律 

98 情報処理の促進に関する法律 

99 半導体集積回路の回路配置に関する法律 

100 特定家庭用機器再商品化法 

※経済産業省ＨＰより作成（平成 30 年 3 月時点）（http://www.meti.go.jp/intro/law/ichiran.html） 
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表１ 経済産業省 関係法令一覧（３／４） 

番号 法律名 

101 細菌兵器（生物兵器）及び毒素兵器の開発，生産及び貯蔵の禁止並びに廃棄に関する条約等の実施に関する法律 

102 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律 

103 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律 

104 地域伝統芸能等を活用した行事の実施による観光及び特定地域商工業の振興に関する法律 

105 大規模小売店舗立地法 

106 流通業務市街地の整備に関する法律 

107 流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律 

108 商品先物取引法 

109 割賦販売法 

110 商品投資に係る事業の規制に関する法律 

111 特定商取引に関する法律 

112 ゴルフ場等に係る会員契約の適正化に関する法律 

113 電気用品安全法 

114 家庭用品品質表示法 

115 消費生活用製品安全法 

116 高圧ガス保安法 

117 石油コンビナート等災害防止法 

118 特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律 

119 電気工事士法 

120 電気工事業の業務の適正化に関する法律 

121 火薬類取締法 

122 鉱山保安法 

123 金属鉱業等鉱害対策特別措置法 

124 
日本国と大韓民国との間の両国に隣接する大陸棚の南部の共同開発に関する協定の実施に伴う石油及び可燃性天然ガ

ス資源の開発に関する特別措置法 

125 深海底鉱業暫定措置法 

126 非化石エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律 

127 エネルギー政策基本法 

128 エネルギーの使用の合理化等に関する法律 

129 新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法 

130 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法 

131 独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構法 

132 鉱業法 

133 石油需給適正化法 

134 石油の備蓄の確保等に関する法律 

135 揮発油等の品質の確保等に関する法律 

136 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律 

137 石油パイプライン事業法 

138 水洗炭業に関する法律 

139 採石法 

140 金管理法 

141 電気事業会社の日本政策投資銀行からの借入金の担保に関する法律 

142 熱供給事業法 

143 日本電気計器検定所法 

144 電気事業法 

145 ガス事業法 

146 発電用施設周辺地域整備法 

147 独立行政法人日本原子力研究開発機構法 

148 原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関する法律 

149 特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律 

150 エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律 

：ガスの貯蔵を規制する法律 

※経済産業省ＨＰより作成（平成 30 年 3 月時点）（http://www.meti.go.jp/intro/law/ichiran.html） 
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表１ 経済産業省 関係法令一覧（４／４） 

番号 法律名 

151 鉱業抵当法 

152 特許法 

153 特許法施行法 

154 実用新案法 

155 実用新案法施行法 

156 意匠法 

157 意匠法施行法 

158 商標法 

159 商標法施行法 

160 特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律 

161 工業所有権に関する手続等の特例に関する法律 

162 独立行政法人工業所有権情報・研修館法 

163 弁理士法 

164 中小企業庁設置法 

165 独立行政法人中小企業基盤整備機構法 

166 中小企業基本法 

167 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律 

168 中小企業退職金共済法 

169 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律 

170 小規模企業共済法 

171 中小企業倒産防止共済法 

172 阪神・淡路大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律 

173 株式会社商工組合中央金庫法 

174 中小企業信用保険法 

175 信用保証協会法 

176 株式会社日本政策金融公庫法 

177 株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法 

178 中小企業投資育成株式会社法 

179 中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律 

180 下請代金支払遅延等防止法 

181 小売商業調整特別措置法 

182 官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律 

183 下請中小企業振興法 

184 中小企業の事業活動の機会の確保のための大企業者の事業活動の調整に関する法律 

185 小規模企業者等設備導入資金助成法（廃止） 

186 商工会法 

187 商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律 

188 中小企業等協同組合法 

189 中小企業団体の組織に関する法律 

190 中小企業支援法 

191 中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律 

192 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律 

193 中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律 

194 中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律 

195 中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律 

196 商店街振興組合法 

197 中小小売商業振興法 

198 商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業活動の促進に関する法律 

※経済産業省ＨＰより作成（平成 30 年 3 月時点）（http://www.meti.go.jp/intro/law/ichiran.html） 
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表２ 届出情報の開示請求を実施する法律の選定結果 

法律名※１ 貯蔵量等に係る届出義務 開示請求の実施対象 
化審法 × × 
化管法 × × 
毒劇法 ○ ○ 
環境基本法 × × 
大気汚染防止法 × × 
水質汚濁防止法 × × 
土壌汚染防止法 × × 
農薬取締法 × × 
悪臭防止法 × × 
廃棄物処理法 × × 
下水道法 × × 
海洋汚染防止法 × × 
ダイオキシン類対策法 × × 
ＰＣＢ特別措置法 × × 
オゾン層保護法 × × 
フロン回収・破壊法 × × 
地球温暖化対策推進法 × × 
食品衛生法 × × 
水道法 × × 
薬事法 × × 
建築基準法 × × 
有害家庭用品規制法 × × 
労働安全衛生法 × × 
肥料取締法 × × 
麻薬及び向精神薬取締法 〇 ×※２ 
覚せい剤取締法 ○ ×※２ 
消防法 ○ ○ 
飼料安全法 × × 
放射線障害防止法 ○ ×※３ 
高圧ガス保安法 ○ ○ 
液化石油ガス法 ○ ○ 
ガス事業法 ○ ×※４ 
石油コンビナート等災害防止法 ○ ×※５ 
※１ 法律名称は略称を記載 
※２ 貯蔵量の届出義務はあるが，医療用，研究用が主であり，取扱量は少量と想定されるため対象外

とした。 
※３ 貯蔵量の届出義務はあるが，放射性同位元素の数量に係るものであることから対象外とした。 
※４ 都市ガスに係る法律。女川原子力発電所から 10km圏内に都市ガスはないため対象外とした。 
※５ 女川原子力発電所に最寄り石油化学コンビナート等特別防災区域は塩釜地区及び仙台地区であ

るが，共に約 40km離隔しており，敷地外固定源に係る調査対象範囲外であることから対象外と
した。 
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別紙４ 

 

有毒ガス影響評価に使用する気象条件について 

 

 有毒ガスの大気拡散の解析には，女川原子力発電所の安全解析に使用している気象

（2012年 1月～12月）を使用している。 

当該気象は，表１及び表２に示すとおり，当該年（2012年）を検定年としたＦ分布

棄却検定により，過去 10年（2002年～2011年）の気象データと比較して異常がない

ことを確認している。 
 

表１ 女川原子力発電所 風向Ｆ分布検定（風車型風向風速計） 
 

検  定  年 ：敷地内露場（標高 70m，地上高 10m）2 0 1 2 年 1 月 ～ 2 0 1 2 年 1 2 月 

統 計 期 間 ：敷地内露場（標高 70m，地上高 10m）2 0 0 2 年 1 月 ～ 2 0 1 1 年 1 2 月 

 （％） 

 

 

表２ 女川原子力発電所 風速Ｆ分布検定（風車型風向風速計） 
 

検  定  年 ：敷地内露場（標高 70m，地上高 10m）2 0 1 2 年 1 月 ～ 2 0 1 2 年 1 2 月 

統 計 期 間 ：敷地内露場（標高 70m，地上高 10m）2 0 0 2 年 1 月 ～ 2 0 1 1 年 1 2 月 

 （％） 

 

統計年

風　向 上限 下限

N 6.78 6.42 4.08 4.87 6.19 7.63 7.40 7.86 6.30 6.35 6.39 6.73 9.19 3.58 ○

NNE 3.72 3.90 2.58 4.16 2.76 2.82 2.98 2.21 2.09 2.52 2.97 2.50 4.67 1.27 ○

NE 3.58 3.15 2.49 3.22 4.67 4.19 4.66 3.60 3.09 3.05 3.56 3.24 5.29 1.84 ○

ENE 6.15 5.46 5.00 5.69 7.48 5.44 6.40 5.78 5.53 4.50 5.74 6.13 7.67 3.81 ○

E 4.48 5.99 5.23 6.04 6.99 5.45 6.57 6.57 5.96 5.06 5.83 6.23 7.67 3.98 ○

ESE 2.67 2.81 2.30 3.21 2.83 2.33 2.46 2.68 2.72 1.66 2.57 2.41 3.56 1.59 ○

SE 4.61 5.99 5.17 5.05 6.44 5.02 5.92 6.12 5.43 4.80 5.45 6.49 6.93 3.97 ○

SSE 1.67 1.97 2.19 1.91 2.13 1.86 1.97 2.18 1.58 1.90 1.93 2.19 2.41 1.46 ○

S 2.91 2.47 3.16 2.68 3.01 3.34 3.36 3.91 3.48 3.80 3.21 5.18 4.31 2.12 ×

SSW 7.84 6.91 7.98 6.65 5.27 6.86 5.62 7.31 7.31 7.15 6.91 7.45 8.97 4.84 ○

SW 12.07 11.53 16.25 13.46 11.77 13.45 11.53 12.58 15.60 15.27 13.37 10.95 17.60 9.14 ○

WSW 3.88 3.41 4.86 4.42 3.14 4.73 4.21 4.08 4.66 4.98 4.24 4.00 5.71 2.78 ○

W 12.01 10.50 11.59 12.47 11.03 11.71 12.16 11.99 11.77 12.45 11.77 11.42 13.23 10.31 ○

WNW 14.06 15.20 15.26 13.55 11.14 10.93 9.78 9.64 9.95 10.12 11.98 9.27 17.44 6.52 ○

NW 5.19 6.01 5.09 5.40 6.27 7.41 6.59 6.55 7.30 8.19 6.38 7.52 8.81 3.95 ○

NNW 2.99 2.89 2.09 2.04 2.28 3.09 2.34 2.09 2.55 2.24 2.46 2.43 3.40 1.52 ○

CALM 5.40 5.37 4.69 5.17 6.60 3.76 6.04 4.87 4.66 5.96 5.23 5.86 7.17 3.28 ○

2010 2011
検定年

2012

棄却限界 判定
○採択
×棄却

2002 2003 2004 20092005 2006 2007 2008 平均値

統計年

風速(m/s) 上限 下限

0.0～0.4 5.40 5.37 4.69 5.17 6.60 3.76 6.04 4.87 4.66 5.96 5.23 5.86 7.17 3.28 ○

0.5～1.4 34.04 34.09 31.73 33.29 38.00 35.73 40.82 38.53 37.30 39.08 36.20 38.52 43.16 29.25 ○

1.5～2.4 29.75 28.20 28.64 30.49 28.23 31.70 29.52 28.47 30.39 28.80 29.44 30.05 32.21 26.68 ○

2.5～3.4 16.45 16.81 17.14 16.74 14.32 16.95 13.26 15.18 15.24 15.79 15.81 15.76 18.85 12.76 ○

3.5～4.4 8.41 8.58 9.44 8.46 7.54 7.88 6.84 7.66 7.47 6.76 7.92 6.46 9.89 5.95 ○

4.5～5.4 3.59 4.06 4.72 3.68 3.46 2.55 2.14 3.42 3.35 2.35 3.35 2.30 5.23 1.47 ○

5.5～6.4 1.28 1.81 2.25 1.42 1.34 0.97 1.02 1.26 1.17 0.99 1.36 0.71 2.31 0.41 ○

6.5～7.4 0.65 0.66 0.86 0.56 0.35 0.30 0.27 0.41 0.33 0.18 0.46 0.21 0.97 -0.05 ○

7.5～8.4 0.25 0.36 0.32 0.15 0.11 0.09 0.04 0.15 0.08 0.05 0.16 0.10 0.43 -0.11 ○

8.5～9.4 0.11 0.05 0.16 0.02 0.03 0.03 0.04 0.03 0.00 0.01 0.05 0.03 0.17 -0.07 ○

9.5以上 0.06 0.01 0.06 0.00 0.01 0.02 0.01 0.01 0.00 0.00 0.02 0.00 0.07 -0.03 ○

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
検定年

2012

棄却限界
判定

○採択
×棄却

平均値

47



  

26条－別添 3－39 

有
毒
ガ
ス
の
発
生
源
と
な
り
得
る
化
学
物
質
に
つ
い
て
（
１
／
２
）

 

化
学
物
質

※
１
 

文
献
 

ば
く
露
限
界
値

 
有
毒
化
 

学
物
質
 

※
２
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３
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あ
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10

%で
も
眼
や
鼻
や
気
道
の
刺
激
は
少
な
い
が

2～
3
分
間

で
軽
い
め
ま
い
が
現
れ
る
。
高
濃
度
で
は
，
酸
素
分
圧
の

低
下
に
よ
り
窒
息
性
の
障
害
を
起
こ
す
。
 

2,
10

0p
pm

 
―

 
×
 

○
 

※
４

 

ハ
ロ
ン

13
01
 

（
ト
リ
フ
ル
オ
ロ
ブ
ロ
モ

メ
タ
ン
）
 

容
器
を
開
放
す
る
と
，
空
気

中
で
き
わ
め
て
急
速
に
有
害

濃
度
に
達
す
る
。

 

眼
を
刺
激
す
る
。
こ
の
液
体
が
急
速
に
気
化
す
る

と
，
凍
傷
を
起
こ
す
こ
と
が
あ
る
。
中
枢
神
経
系

に
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
あ
る
。

 

無
色
の
圧
縮
液
化
ガ
ス
。
 

沸
点
：

-5
8℃

 
融
点
：

-1
68
℃

 
蒸
気
圧
：

14
34
kP

a(
20
℃

) 

イ
ヌ
，
サ
ル
を

10
～

80
%の

濃
度
で
ば
く
露
し
た
場
合
，

濃
度
に
比
例
し
て
動
脈
血
圧
は
低
下
す
る
。
同
時
に
心
筋

収
縮
力
の
低
下
が
認
め
ら
れ
る
。
ま
た
サ
ル
を

20
～

50
%

に
ば
く
露
し
た
場
合
に
は
，
条
件
付
行
動
の
得
点
は
低
下

す
る
が
，
こ
れ
は
中
枢
神
経
系
抑
制
に
よ
る
も
の
で
は
な

い
。
 

し
か
し
，
4～

7%
の
濃
度
（
空
気
の
気
圧

76
0～

38
0m
mH

g）
に
人
を

3
分
間
ば
く
露
し
た
場
合
に
は
，
心
電
図
・
肺
機

能
お
よ
び
行
動
検
査
成
績
に
変
化
を
認
め
な
か
っ
た
。
代

謝
に
つ
い
て
は
未
群
。
 

40
,0

00
pp

m 
―

 
○
 

○
 

 

備
考
 

―
：
当
該
化
学
物
質
に
係
る
記
載
が
な
い
又
は
値
が
設
定
さ
れ
て
い
な
い
。
 

※
１

 
女
川
原
子
力
発
電
所
に
て
固
定
源
又
は
可
動
源
と
な
り
得
る
化
学
物
質
の
う
ち
，
貯
蔵
量
が

45
kg

を
超
え
，
か
つ
，
屋
外
に
保
管
さ
れ
て
い
る
化
学
物
質
。
 

※
２

 
国
際
化
学
物
質
安
全
性
カ
ー
ド
等
の
文
献
で
，
吸
入
に
よ
る
急
性
毒
性
が
示
さ
れ
て
い
る
化
学
物
質
。
 

※
３

 
常
温
，
常
圧
で
ガ
ス
と
し
て
の
拡
散
が
考
え
ら
れ
る
化
学
物
質
。
（
ガ
ス
又
は
揮
発
性
の
液
体
）
 

※
４

 
国
際
化
学
物
質
安
全
性
カ
ー
ド
及
び
産
業
中
毒
便
覧
の
記
載
，
並
び
に

NI
OS

H
に
よ
り
示
さ
れ
た
基
準
値
設
定
の
考
え
方
よ
り
窒
息
性
の
ガ
ス
と
判
断
し
た
。
 

な
お
，
当
初
は
，
プ
ロ
パ
ン
は
窒
息
性
ガ
ス
で
あ
る
と
し
て
，
爆
発
下
限
界
（
2.

1%
）
を
安
全
側
に
丸
め
た

20
,0

00
pp
m
が

ID
LH

値
と
し
て
設
定
さ
れ
て
い
た
。
 

 【
プ
ロ
パ
ン
の

ID
LH

値
設
定
の
考
え
方
】
 

・
プ
ロ
パ
ン
は
窒
息
性
ガ
ス
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
 

・
デ
ー
タ
に
基
づ
け
ば
，

10
,0
00

pp
m
の
プ
ロ
パ
ン
を
吸
入
し
て
も
，
人
体
に
対
す
る
悪
影
響
は
確
認
さ
れ
て
い
な
い
。
 

・
安
全
側
の
考
え
に
立
ち
，
爆
発
下
限
界
（

2.
1％

）
の

10
%（

2,
10
0p

pm
）
と
す
る
。
 

添
付
資
料
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26条－別添 3－40 

有
毒
ガ
ス
の
発
生
源
と
な
り
得
る
化
学
物
質
に
つ
い
て
（
２
／
２
）

 

化
学
物
質

※
１
 

文
献
 

ば
く
露
限
界
値

 
有
毒
化

学
物
質
 

※
２
 

ガ
ス
 

拡
散
 

※
３
 

備
考
 

「
国
際
化
学
物
質
安
全
性
カ
ー
ド
」
 

「
産
業
中
毒
便
覧
」
 

ID
L

H
値

 
最
大
許
容

 

濃
度

 
吸
入
の
危
険
性
 

短
期
ば
く
露
の
影
響
 

物
理
学
・
化
学
的
性
質

 
人
体
に
対
す
る
影
響
 

ア
ン
モ
ニ
ア
 

容
器
を
開
放
す
る
と
，
空
気

中
で
こ
の
気
体
は
，
き
わ
め

て
急
速
に
有
害
濃
度
に
達
す

る
。
 

こ
の
液
体
が
急
速
に
気
化
す
る
と
，
凍
傷
を
引

き
起
こ
す
こ
と
が
あ
る
。
本
物
質
は
眼
，
皮
膚

お
よ
び
気
道
に
対
し
て
，
腐
食
性
を
示
す
。
曝

露
す
る
と
，
の
ど
が
腫
れ
，
窒
息
を
引
き
起
こ

す
こ
と
が
あ
る
。
吸
入
す
る
と
，
眼
や
気
道
に

腐
食
の
影
響
が
現
わ
れ
て
か
ら
肺
水
腫
を
引
き

起
こ
す
こ
と
が
あ
る
。
 

刺
激
臭
の
あ
る
無
色
の
気
体
，
ま
た

は
圧
縮
液
化
ガ
ス

 
融
点
：

-3
3℃

 
沸
点
：

-7
8℃

 
蒸
気
圧
：
10
13
kP

a(
26
℃

) 

約
10
0p

pm
で
粘
膜
系
の
刺
激
が
起
こ
り
は
じ
め
る
。

40
0p

pm
以
上
で
は
長
時
間
曝
露
に
よ
り
粘
膜
表
面
に
傷

害
を
与
え
る
。
高
濃
度
で
は
，
結
膜
刺
激
の
た
め
眼
瞼

浮
腫
を
生
じ
る
。
鼻
，
咽
頭
の
刺
激
の
た
め
，
咳
，
呼

吸
困
難
，
嘔
吐
な
ど
が
現
れ
る
。
高
濃
度
で
は
皮
膚
刺

激
も
起
こ
る
。
ア
ン
モ
ニ
ア
水
が
眼
に
入
る
と
，
角
膜

潰
瘍
が
生
じ
る
，
ア
ン
モ
ニ
ア
は
鼻
，
口
，
咽
頭
な
ど

の
粘
膜
に
比
較
的
よ
く
吸
収
さ
れ
る
の
で
，
気
管
や
気

管
支
で
の
障
害
は
一
部
保
護
さ
れ
る
。
し
か
し
，
気
管

支
枝
や
肺
胞
は
敏
感
で
，
充
血
，
浮
腫
，
出
血
，
肺
気

腫
な
ど
の
変
化
が
起
こ
り
う
る
。
急
性
中
毒
濃
度
以
下

の
繰
り
返
し
の
曝
露
で
は
，
慢
性
障
害
は
著
明
で
は
な

い
。
 

30
0p

pm
 

―
 

○
 

○
 

 

ア
セ
チ
レ
ン
 

容
器
を
開
放
す
る
と
，
閉
ざ

さ
れ
た
場
所
で
は
空
気
中
の

酸
素
濃
度
が
低
下
し
て
，
窒

息
を
起
こ
す
こ
と
が
あ
る
。
 

窒
息
。
 

加
圧
下
で
ア
セ
ト
ン
中
に
溶
解
し

て
い
る
，
無
色
の
気
体
 

昇
華
点
：
-8
4℃

 
蒸
気
圧
：
44
60
kP

a(
20
℃

) 

ア
セ
チ
レ
ン
は
窒
息
性
の
ガ
ス
で
，
酸
素
の
多
い
場
合

に
は
麻
酔
作
用
を
現
す
。
粘
膜
を
刺
激
す
る
こ
と
は
な

い
。
麻
酔
作
用
と
し
て
，

60
％
の
ア
セ
チ
レ
ン
と

40
％

の
酸
素
の
混
合
ガ
ス
が
用
い
ら
れ
た
。
麻
酔
は
迅
速
に

現
れ
，
覚
醒
も
ま
た
，
速
や
か
で
あ
る
。
後
遺
症
は
ほ

と
ん
ど
な
い
が
，
あ
っ
て
も
わ
ず
か
に
嘔
気
，
嘔
吐
，

頭
痛
が
残
る
程
度
で
あ
る
。
場
合
に
よ
っ
て
は
心
臓
衰

弱
で
死
亡
す
る
こ
と
が
あ
る
。
筋
肉
の
完
全
な
弛
緩
は

起
こ
ら
な
い
た
め
開
腹
手
術
は
困
難
で
あ
る
。
 

人
で
は

10
％
の
濃
度
を

5
時
間
曝
露
す
る
と
わ
ず
か
に

症
状
が
現
れ
，
2
0％

で
著
し
い
症
状
が
現
れ
，
3
0％

で
協
同
運
動
の
失
調
，

35
％
で
意
識
の
消
失
が
現
れ
た
。
 

―
 

―
 

×
 

○
 

窒
息
性

 
ガ
ス

※
５

 

R
-2
2 

（
ク
ロ
ロ
ジ
フ
ル
オ
ロ
メ

タ
ン
）
 

容
器
を
開
放
す
る
と
，
閉
ざ

さ
れ
た
場
所
で
は
空
気
中
の

酸
素
濃
度
が
低
下
し
て
，
窒

息
を
起
こ
す
こ
と
が
あ
る
。

  
 こ
の
液
体
が
急
速
に
気
化
す
る
と
，
凍
傷
を
引

き
起
こ
す
こ
と
が
あ
る
。
 心

血
管
系
お
よ
び
中

枢
神
経
系
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
あ
る
。
心

臓
障
害
お
よ
び
中
枢
神
経
系
の
抑
制
を
生
じ
る

こ
と
が
あ
る
。
曝
露
す
る
と
，
意
識
低
下
を
引

き
起
こ
す
こ
と
が
あ
る
。
 

無
色
の
圧
縮
液
化
気
体
 

沸
点
：

-4
1℃

 
融
点
：

-1
46
℃

 
蒸
気
圧
：
90
8k
Pa

(2
0℃

) 

毒
性
は
低
い
。
 

サ
ル
に
吸
入
さ
せ
た
実
験
に
よ
れ
ば

10
～
20
％
の
濃
度

で
呼
吸
抵
抗
を
増
加
さ
せ
る
。
 

―
 

―
 

×
 

○
 

窒
息
性
 

ガ
ス

※
６
 

R
-4
04

A 

ペ
ン
タ
フ
ル
オ

ロ
エ
タ
ン
 

（
44
％
）

 
―

 
―

 
―

 
―

 
―

 
―

 
×

 
○

 
※
７
 

1,
1,
1-
ト
リ
フ

ル
オ
ロ
エ
タ
ン
 

（
52
％
）

 
―

 
―

 
―

 
―

 
―

 
―

 
×

 
○

 
※
７
 

1,
1,
1,
2
-テ

ト
ラ
フ
ル
オ
ロ
エ

タ
ン
 

（
4%
）

 

容
器
を
開
放
す
る
と
，
空
気

中
で
こ
の
気
体
は
，
き
わ
め

て
急
速
に
有
害
濃
度
に
達
す

る
。
 

こ
の
液
体
が
急
速
に
気
化
す
る
と
，
凍
傷
を
引

き
起
こ
す
こ
と
が
あ
る
。
中
枢
神
経
系
お
よ
び

心
血
管
系
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
あ
る
。
心

臓
障
害
を
生
じ
る
こ
と
が
あ
る
。

 

特
徴
的
な
臭
気
の
あ
る
，
圧
縮
液
化

気
体
 

沸
点
：

-2
6℃

 
融
点
：

-1
01
℃

 
蒸
気
圧
：
63
0k
Pa

(2
5℃

) 

―
 

―
 

―
 

×
 

○
 

※
８
 

備
考
 

―
：
当
該
化
学
物
質
に
係
る
記
載
が
な
い
又
は
値
が
設
定
さ
れ
て
い
な
い
。
 

※
１

 
女
川
原
子
力
発
電
所
に
て
固
定
源
又
は
可
動
源
と
な
り
得
る
化
学
物
質
の
う
ち
，
貯
蔵
量
が

45
kg

を
超
え
，
か
つ
，
屋
外
に
保
管
さ
れ
て
い
る
化
学
物
質
。
 

※
２

 
国
際
化
学
物
質
安
全
性
カ
ー
ド
等
の
文
献
で
，
吸
入
に
よ
る
急
性
毒
性
が
示
さ
れ
て
い
る
化
学
物
質
。
 

※
３

 
常
温
，
常
圧
で
ガ
ス
と
し
て
の
拡
散
が
考
え
ら
れ
る
化
学
物
質
。
（
ガ
ス
又
は
揮
発
性
の
液
体
）
 

※
５
 
ア
セ
チ
レ
ン
そ
の
も
の
は
窒
息
性
で
あ
る
。
高
濃
度
の
酸
素
と
の
混
合
に
よ
り
麻
酔
作
用
を
示
す
が
，
貯
蔵
容
器
か
ら
放
出
さ
れ
た
ア
セ
チ
レ
ン
が
大
気
中
の
酸
素
（
濃
度
約

20
%）

と
混
合
し
麻
酔
作
用
を
示
す
と
は
考
え
難
い
。
 

※
６
 
「
化
学
物
質
安
全
性
（
ハ
ザ
ー
ド
）
評
価
シ
ー
ト
」
（
（
一
財
）
化
学
物
質
評
価
研
究
機
構

）
に
て
，
人
に
対
す
る
吸
入
暴
露
に
よ
る
急
性
毒
性
は
弱
く
，
吸
収
後
代
謝
さ
れ
ず
に
速
や
か
に
呼
気
か
ら
排
泄
さ
れ
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
。

窒
息
性
の
ガ
ス
と
判
断
し
た
。
 

※
７

 
国
際
化
学
物
質
安
全
性
カ
ー
ド
が
な
い
こ
と
か
ら
有
毒
化
学
物
質
に
は
該
当
し
な
い
と
判
断
し
た
。
 

※
８
 
「
化
学
物
質
の
環
境
リ
ス
ク
評
価
」
（
環
境
省
）
に
て
，
ヒ
ト
に
対
す
る
急
性
ば
く
露
試
験
の
結
果
，
中
枢
神
経
系
に
影
響
が
見
ら
れ
な
い
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
有
毒
化
学
物
質
に
は
該
当
し
な
い
と
判
断
し
た
。
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26条-別添 4-1 
 

第 26条 原子炉制御室等 

【後段規制との対応】          【添付六，八への反映事項】 

 

工：工認（基本設計方針、添付書類）        ：添付六，八へ反映 

保：保安規定（運用手順に係る事項、 

       下位文書含む）           ：当該条文に関係しない 

核：核防規定（下位文書含む）            （他条文での反映事項他） 

監視カメラの設置 

【条文要求】（設置許可基準規則第26条） 

発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、原子炉制御室（安全施設に属するものに限る。以下この条において同じ。）を設

けなければならない。 

二 発電用原子炉施設の外の状況を把握する設備を有するものとすること。 

3 一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障その他の異常が発生した場合に発電用原子炉の運転の停止その他の発電用原

子炉施設の安全性を確保するための措置をとるため、従事者が支障なく原子炉制御室に入り、又は一定期間とどまり、かつ、当該措

置をとるための操作を行うことができるよう、次の各号に掲げる場所の区分に応じ、当該各号に定める設備を設けなければならない。 

一 原子炉制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍 

工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に原子炉制御室において自

動的に警報するための装置 

 

【条文要求】（技術基準規則第38条） 

発電用原子炉施設には，原子炉制御室を施設しなければならない。 

3 原子炉制御室には，発電用原子炉施設の外部の状況を把握するための装置を施設しなければならない。 

5 一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障その他の異常が発生した場合に発電用原子炉の運転の停止その他の発電用原

子炉施設の安全性を確保するための措置をとるため、従事者が支障なく原子炉制御室に入り、又は一定期間とどまり、かつ、当該措

置をとるための操作を行うことができるよう、次の各号に掲げる場所の区分に応じ、当該各号に定める防護措置を講じなければなら

ない。 

一 原子炉制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍 

工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に原子炉制御室において自

動的に警報するための装置の設置 

6 原子炉制御室には，酸素濃度計を施設しなければならない。 

外部の状況を 

把握する設備 

酸素濃度計 

二酸化炭素濃度計 

酸素濃度計， 

二酸化炭素濃度計の保管 

中央制御室内の運転員が使

用するパソコンを使用した

公的機関からの情報入手 

工・保 工・保 工・保 

工・保 

有毒ガス防護 

気象観測設備等の設置 

工・保 
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26条-別添 4-2 
 

技術的能力に係る運用対策等（設計基準） 

設置許可基準 

対象条文 
対象項目 区分 運用対策等 

第26条 原子炉制御室等 

（技術基準規則対象条文 

第 38条 原子炉制御室等） 

外部の状況を 

把握する設備 

運用・手順 

・手順に基づき，発電用 

原子炉施設の外部の状 

況を把握する。 

体制 － 

保守・点検 － 

教育・訓練 － 

酸素濃度計， 

二酸化炭素濃度計 

運用・手順 

・手順に基づき，酸素濃度計，

二酸化炭素濃度計により中

央制御室の居住環境の確認

を行う。 

体制 － 

保守・点検 － 

教育・訓練 － 

有毒ガス防護 

運用・手順 

・予期せぬ有毒ガスの発生時

に，手順に基づき，自給式呼

吸器を着用する。 

・予期せぬ有毒ガスの発生時

に，手順に基づき，従事者等

に知らせる。 

体制 

・予期せぬ有毒ガスの発生を

考慮し，有毒ガス防護に係る

実施体制を整備する。 

・予期せぬ有毒ガスの発生を

考慮し，従事者等に知らせる

ための実施体制を整備する。 

保守・点検 － 

教育・訓練 
・自給式呼吸器の着用に関す

る教育を定期的に行う。 
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表 1 通信連絡設備（設計基準）における点検項目並びに点検頻度 

 

設計基準事故対象設備 点検項目 点検頻度 

送受話器（ページン

グ）（警報装置を含む） 

ハンドセット， 

スピーカ 

外観点検 

機能確認 
1回／年 

電力保安通信用 

電話設備 

固定電話機 
外観点検 

機能確認 
1回／6ヶ月 PHS端末 

FAX 

社内テレビ会議システム 
外観点検 

機能確認 
1回／6ヶ月 

携行型通話装置 
外観点検 

通信確認 
1回／6ヶ月 

衛星電話設備 
衛星電話（固定） 外観点検 

通信確認 
1回／6ヶ月 

衛星電話（携帯） 

無線連絡設備 

無線連絡装置（固定） 

外観点検 

通信確認 
１回／6ヶ月 

無線連絡装置（携帯） 

トランシーバ（固定） 

トランシーバ（携帯） 

安全パラメータ 

表示システム 

（SPDS） 

データ収集装置 

外観点検 

機能確認 
1回／年 SPDS伝送装置 

SPDS表示装置 

局線加入電話設備 
加入電話機 外観点検 

機能確認 
1回／6ヶ月 

加入 FAX 

専用電話設備 
専用電話設備（地方公共団体向ホット

ライン） 

外観点検 

機能確認 
1回／6ヶ月 

統合原子力防災ネッ

トワークを用いた通

信連絡設備 

テレビ会議システム 
外観点検 

通信確認 
1回／6ヶ月 IP電話 

IP－FAX 

データ伝送設備 SPDS伝送装置 
外観点検 

機能確認 
1回／年 
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予期せず発生する有毒ガスの対応について 

 

 

 

 

 

補足 
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26条-別添 4-補足-1 

1．予期せぬ有毒ガスの発生に対する自給式呼吸器等の配備等 

   予期せぬ有毒ガスの発生が及ぼす影響により，運転員の対処能力が損なわれる

ことのないよう，中央制御室の運転員に対して，必要人数分の自給式呼吸器を配

備する。 

中央制御室の運転員について，予期せず発生する有毒ガスからの防護のための

実施体制及び手順を整備する。 

酸素ボンベについては，自給式呼吸器を一人当たり 6時間以上使用するために

必要となる数量に加え，バックアップ用ボンベとして同量のボンベを配備する。

さらに，予期せず発生する有毒ガスに対し，継続的な対応が可能となるよう，バ

ックアップの供給体制を整備する。 

 

 (1) 必要人数分の自給式呼吸器の配備 

   中央制御室の運転員について，予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため，表 1

に示す，必要となる自給式呼吸器の数量を確保し，所定の場所に配備する。 

 

表 1 自給式呼吸器の配備 

対象箇所 

（防護対象者） 
要員数 自給式呼吸器 配備場所 配置図 

中央制御室 

（運転員） 
7人 7個 中央制御室 別紙 1参照 

  

 

 (2) 一定量の酸素ボンベの配備 

   中央制御室の運転員について，予期せず発生する有毒ガスから，一定期間防護

が可能となるよう，表 2に示す，必要となる酸素ボンベの数量を確保し，所定の

場所に配備する。 

 

表 2 酸素ボンベの配備 

対象箇所 

（防護対象者） 
要員数 酸素ボンベ※ 配備場所 配置図 

中央制御室 

（運転員） 
7人 14本 中央制御室 別紙 1参照 

※ 有毒ガス防護に係る評価ガイドに基づき，一人当たり自給式呼吸器を 6時間以

上使用するために必要となる酸素ボンベの数量を設定（別紙 2参照） 

 

(3) 防護のための実施体制及び手順 

   中央制御室の運転員について，予期せず発生する有毒ガスからの防護のための

実施体制及び手順を，別紙 3のとおり整備する。 
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26条-別添 4-補足-2 

 

(4) バックアップの供給体制の整備 

   中央制御室の運転員について，予期せぬ有毒ガスの発生が継続した場合を考慮

し，表 3に示すとおり，必要量と同量の酸素ボンベの数量を確保し，所定の場所

に配備する。 

さらに，予期せず発生する有毒ガスに対し，継続的な対応が可能となるよう，

敷地外からの酸素ボンベの供給体制を，バックアップの供給体制として別紙 4の

とおり整備する。 

 

表 3 バックアップ用ボンベの配備 

対象箇所 

（防護対象者） 
要員数 酸素ボンベ 配備場所 配置図 

中央制御室 

（運転員） 
7人 14本 中央制御室 別紙 1参照 
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26条-別添 4-補足-3 

別紙１ 

自給式呼吸器等の配備場所について 

 

1. 配備場所について 

予期せず発生する有毒ガスに係る対策として，中央制御室の運転員が使用するた

めの自給式呼吸器等を図 1のとおり配備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 自給式呼吸器等の配備場所 

 

別紙 1 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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別紙２ 

 

自給式呼吸器等の必要配備数量について 

 

1．防護対象者の人数 

  中央制御室の運転員として，表 1に示す，防護対象者及び人数を設定した。 

 

表 1 防護対象者及び人数 

防護対象者 運転員 

人数 7人 

 

2．酸素ボンベの配備数量 

  配備する自給式呼吸器の仕様から，表 2に示すとおり，一人当たりの必要数量

を算定し，防護対象者に対する配備数量を設定した。 

 

表 2 酸素ボンベの配備数量 

自給式呼吸器 

（型式） 
陽圧式圧縮酸素形循環式呼吸器 

自給式呼吸器 

（仕様） 
公称使用時間：4時間 

酸素ボンベ必要数量 

（一人当たり） 

①ボンベ 1本の利用可能時間 

4（時間） 

②6時間利用の必要ボンベ数 

6（時間)÷4（時間／本）＜2（本／人） 

酸素ボンベ必要数量 2（本／人）×7（人）＝14（本） 
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別紙３ 

 

有毒ガス防護のための実施体制及び手順について 

 

1．実施体制 

有毒ガス防護のための実施体制を，図 1に示す。連絡責任者は，予期せぬ有毒

ガスの発生に係る発電所敷地内外からの連絡による情報の入手に加え，防災無線

等の情報を常時入手できる仕組みを整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 防護の実施体制 

 

※1 連絡責任者及び発電所対策本部要員は，平常時，事務建屋にて執務及び宿泊を

行う。 

※2 連絡責任者とは，社内規定に基づき平日及び休日における発電所のトラブル情

報等に関し，関係者への情報連絡を行う役割を担う者。 

※3 予期せぬ有毒ガスが発生した場合，発電所対策本部要員は自給式呼吸器を装着

した後，事務建屋から緊急時対策所へ移動する。 

 

 

  

  

○発見・認知 

 

＜事務建屋※1＞ 

○防護措置の指示 

 

連絡責任者※2 

 

○防護措置の実施 

 

＜中央制御室＞ 

 

発電課長 

 

運転員 

 

発見者 

＜発電所敷地内外＞ 

 

発電所対策本部要員※3 
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2．防護のための手順 

  有毒ガス防護のための手順については，以下の内容とし，社内規定に反映する。 

  なお，自給式呼吸器の着用のための手順については，定期的に教育を実施する

こととする。 

 

(1) 実施体制における連絡方法及び自給式呼吸器の着用手順について 

  ａ.連絡責任者は，予期せぬ有毒ガスの発生の情報を入手した場合は，有毒ガ

スの発生情報を，電話，送受話器（ページング）等により発電課長に連絡す

る。 

  ｂ.発電課長は，連絡責任者から予期せぬ有毒ガス発生の連絡を受けた場合，

運転員に自給式呼吸器の着用を指示する。また，予期せぬ有毒ガスの発生情

報について，送受話器（ページング）により発電所構内の従事者等に周知す

るよう指示する。 

  ｃ.運転員は，発電課長から指示された場合，定められた手順に従い，自給式

呼吸器を着用する（図 2参照）。なお，自給式呼吸器の使用に伴い，酸素ボ

ンベ残圧が低下した場合は，定められた手順に従い，交換用ボンベと取り替

える（図 3参照）。  

  ｄ. 運転員は，予期せぬ有毒ガスの発生情報を，送受話器（ページング）によ

り発電所構内の従事者等に周知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※動作不良の場合は予備と交換する。 

 

図 2 自給式呼吸器の着用手順 

  

自給式呼吸器及び面体を準備し，外観上の破損がないことを確認 

自給式呼吸器及び面体を装着（図 4参照） 

酸素ボンベ残圧が表示され，自給式呼吸器が 

正常に動作することを確認（図 5参照） 

酸素ボンベの元弁を開け，漏えいがないことを確認 

着用完了 
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図 3 交換用ボンベへの取替え手順 

 

            

         側面                     正面 

図 4 自給式呼吸器の着用イメージ 

 

              

赤枠：酸素ボンベ残圧（bar） 
黄枠：残使用時間（分） 

 

図 5 酸素ボンベ残圧の表示イメージ  

 

   

酸素ボンベ 
内蔵箇所 

酸素ボンベ残圧が 10bar以下となり， 

自給式呼吸器の警報が動作 

速やかに交換用ボンベを準備 

使用中の酸素ボンベを取り外し，交換用ボンベを取り付ける 
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26条-別添 4-補足-8 

別紙４ 

バックアップの供給体制について 

 

1. バックアップの供給体制 

   予期せず発生する有毒ガスに対し，継続的な対応が可能となるよう，敷地外か

らの酸素ボンベの供給体制を，バックアップの供給体制として図 1のとおり整備

する。 

なお，敷地外からの酸素ボンベの運搬は，図 2に示すとおり，複数設定された

アクセスルートを使用する。 

連絡責任者は，予期せず発生した有毒ガスに係る対応が 6時間※1を越えた場合，

又は超えることが想定される場合に，発電所敷地外からの酸素ボンベの供給が必

要と判断し，高圧ガス事業者にボンベの運搬を依頼する。なお，高圧ガス事業者

から発電所までの運搬は，いずれのルートを選定した場合においても所要時間が

2時間以内であり，構内に配備する一人当たりのボンベ※2の利用時間内に供給が

可能である。 

 

※1：有毒ガス防護に係る評価ガイドに基づく，有毒ガス放出の継続想定時間。 

※2：一定量の酸素ボンベ（2本）＋バックアップ用ボンベ（2本） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 バックアップの供給体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜緊急時対策所＞ 

 

＜発電所敷地外＞ 

 

＜中央制御室＞ 

 

○ボンベ運搬の依頼 

 

○ボンベの運搬・受渡し 

 

高圧ガス事業者

ボンベメーカー 

 

連絡責任者 

 

発電所対策本部要員 

 

運転員 
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26条-別添 4-補足-9 

 

図 2 敷地外からの供給ルート 

 

 

 

 

 

 

 No. ルート 表示

① 通勤バスルート（五部浦ルート）

② コバルトラインルート

③ 表浜ルート

※破線は迂回ルートを示す

五部浦ルート 

コバルトラインルート 

表浜ルート 

発電所高圧ガス事業者

2km
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